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学会のあり⽅に関する WG 
 
座⻑：猪原秀典（⼤阪⼤学） 
委員：⾹取幸夫（東北⼤学） 

⾼橋剛史（新潟⼤学） 
中川尚志（九州⼤学） 
藤枝重治（福井⼤学） 

   堀井 新（新潟⼤学） 
吉崎智⼀（⾦沢⼤学） 

    （委員の記載は 50 ⾳順による。） 
 
1. 関連する学会に関して 
⽇本⽿⿐咽喉科頭頸部外科学会には 15 の関連する学会がある。また、全国規模の研究会
も複数ある。こうしたことから、学会出張や演題登録が負担である、との会員の声を聞く
ことが少なくない。⽶国における COSM、あるいは本邦における⽇本消化器関連学会
（JDDW）のように、関連する学会の学術講演会を同時に開催して欲しいという声も聞か
れる。 
そこで、実際に現在の学術講演会の開催様式が負担となっているかに関し、アンケート調
査を⾏うべく準備中である。また、複数の学術講演会を同時開催するにあたり、各県にど
の程度の規模の参加者に対応できる会場があるかについて調査中である。他のいわゆるマ
イナー系と呼ばれる基盤診療科における関連する学会の実態についても調査を開始してい
る。 
 
2. ⽇⽿⿐学術講演会・秋季⼤会に関して 
2023 年度中間報告（兵頭政光座⻑）によれば、⽇⽿⿐学術講演会・秋季⼤会の企画⽴案
は、関連する学会や学術委員会からの意⾒を参考にしているが、会⻑・⼤会⻑の負担は⼤
きく、プログラム委員会の設置（アンケートでは賛成 50%、反対 47%）を含め⽇⽿⿐が協
⼒できる体制の検討を、とのことであった。これについては会⻑・⼤会⻑の経験者・予定
者の意⾒を収集しつつ、⽇⽿⿐学術講演会・秋季⼤会の位置づけを改めて明確にした上
で、引き続き協議する。⽇⽿⿐学術講演会における臨床講演の名称についても、宿題報告
と併せてその定義を明瞭化することともに、引き続き検討を⾏う。 
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専門医育成・活用 WG 報告書 平成 7年 5月 

座長：堀井 新 

委員：有賀秀治、大石直樹、塩見洋作、高橋剛史、永田博史、平野 愛、森田由

香 

事務担当：浅野妙子 

 

本 WG について 

耳鼻咽喉科専門研修プログラムにおいては，医師偏在を防ぐ目的でシーリン

グを行っていますが効果は十分とは言えず，医療過疎地域では入院手術を中心

とした地域医療に支障をきたしています．その一方，一部の医師過剰地域では症

例数は必要最小限に留まり，希望する手術執刀の機会が得られないなどの問題

があります．また，現状では育児・病気等による長期休暇ののちに，円滑に臨床

復帰できているとは限りません．さらに，勤務医の多くは 65 歳定年であり，ま

だまだ働けるシニアドクターが引退しているのが実情です． 

日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会では，医局や地方部会の垣根を越えて医師過

剰地域から過疎地域への医師の往来を増やし耳鼻咽喉科医の偏在を解消するこ

とで，若手医師を育成しシニアドクターを活用することを目的とする，専門医育

成・活用 WG が活動しています． 

本事業では，若手医師やシニアドクターの受け入れが可能である施設の情報

を同意の上，日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会のホームページ上に公開し，連携プ

ログラムの構築や医師の移動の参考にして頂きたいと考えています．求人者，求

職者の間に入ったり，就職を斡旋したりはせず，あくまでも情報提供に限らせて

頂きます． 

本事業は以下の通り，若手医師を対象とした育成部門とシニアドクターを中

心とした活用部門の２部門で活動しています． 

  

１．育成部門 

対象：さらに多くの症例の経験や手術執刀の機会を希望する，あるいは，育休や

病休等ライフイベントで実家近くなどの勤務地への移動を希望する若手医師 

目的：病院情報を公開し，地域の垣根を超えた連携プログラムを増加させる．医

師過剰地域で自分が希望する研修を受けられないでいる医師を，医師が不足し
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ている病院が受け入れることで，地域医療の充実と医師過剰地域の医師の十分

な研修を同時に実現する．ライフイベントに伴い，実家の近くなどの勤務先を希

望する医師に受け入れ病院の情報を提供する． 

  

２．活用部門 

対象：定年前後のシニアドクターの専門医 

目的：経験のある耳鼻咽喉科専門医に地方の病院を紹介し，医療過疎地域の地域

医療を補填する． 

 

令和７年 5 月時点で、以下のように病院・求人情報を日耳鼻 HP の会員マイペー

ジで公開しています。また、各病院や基幹施設に置かれましては、情報の追加や

更新を行いたいと思いますので、ご協力をよろしくお願い申し上げます。 
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令和６年度 WG の活動報告 

 

WG 名：専門医認定試験検討 WG 

 

メンバー 

座長：本間明宏 

委員： 朝蔭孝宏（東京科学大）、堀井新（新潟大）、平野滋（京都府立医大）、 

鴻信義（慈恵医大）、岩﨑真一（名市大）、室野重之（福島医大）、 

米倉修二（千葉大）、櫻井結華（慈恵医大） 

アドバイザー：塩谷彰浩（防衛医大） 

 

 

１．設置の趣旨・目的 

 専門医試験の作問を行う専門医認定試験委員会は、継続性のある常置組織となった。今期

は、専門医認定試験の内容、委員会の継続性を実現するために委員会のあり方、ルールを検

討する。 

 

２．活動報告 

（１）専門医認定試験の分野別、Taxonomy 別問題数・配点および難易度の検討 

➡終了。分野の構成の修正、出題数の見直しを行うこととした。 

 

（２）専門医認定試験委員会委員、作問委員・諮問委員の選出のルール作りを行う。 

① 作問委員 

・大学の教授・准教授、講師、病院の部長、あるいはそれらに準ずる者を 

原則とする。 

 ・同じカテゴリー（単問、連問）の作問の担当は連続で最長 2年とする。 

 ・同じ施設からの作問者は 1名とする 

 ・毎年、約 1/2 を新規の者とする。 

② 諮問委員 

 ・経験者を約 1/2 以上、新規を約 1/2 程度とし、継続性と新規性を担保する。 

 

（３）そのほか 

・best 作問賞（仮）を設置し、採択された問題数（or 配点）が多い作問委員を表彰する。 

・専門医認定試験問題の解答・解説集（仮）作成について 

2025 年度の試験から解答・解説集を作成し HP 上で公開する。 
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卓越した留学推進 WG 

（旧：海外留学推進・支援 WG） 

2024 年度（令和 6 年度）活動報告 

 

座 長：藤枝重治（福井大学 医学部長） 

委員長：高野賢一（札幌医大  教授） 

委 員：坂下雅文（福井大学  講師）、熊井琢美（旭川医大  講師） 

 

１．WG 設置の背景と目的 

耳鼻咽喉科・頭頸部外科は、耳、平衡、嗅覚、味覚、アレルギー、喉頭、腫瘍な

どその診療分野が多岐に渡る。そのため、外切開、内視鏡手術、顕微鏡手術におけ

る臨床研修をはじめ、免疫学や分子生物学、生理学、再生医学などの多彩な基礎研

究を志すことができる診療科ともいえる。しかし基礎研究や臨床研修の門戸の広さ

は、一方で、それぞれの領域におけるトップランナーの少なさにつながる。 

本邦の耳鼻咽喉科頭頸部外科医があらゆる領域で世界トップグループに位置する

ためには、世界中の最先端の知識や手技に触れ、ガラパゴスにならない診療および

新たな発見を次世代に繋げていくことが欠かせない。その一つの手段が、海外留学

である。外国で、より進んだ治療や研究が行われているのであれば、それを学びに

赴く姿勢が医師として提供する医療サービスを世界で最も優れたものに醸成させて

いく。 

さらに、海外留学を経て日本を俯瞰的に観察できるようになることは、医療のみ

ならず個々の人生の新たな発見につながる。さらに大学院終了後、外来、手術に関

与せずに基礎研究に専念することは、日本にいる限り不可能である。海外留学する

ことで、アルバイトもなく、本当に研究に没頭することができる。そのため多くの

留学経験者の耳鼻咽喉科頭頸部外科医は、留学中に素晴らしい仕事をなしえ、レベ

ルの高い雑誌に論文を掲載し、帰国後その技術で自分の講座を発展させてきた。 

以上のことから海外留学を推進することは本学会にとって大切なことであり、ワ

ーキンググループが設置された。 

 

２．2024 年度の活動報告 

１）事業「耳鼻咽喉科・留学のススメ」を運営した。 

   （事業内容） 

① 海外留学者を募集したところ、9 名の応募があった。書類審査を行い第一

次選考のための選考案を企画会議に提出した。 

② 海外留学に関するアンケート調査を実施した。 

③ 将来を担う研究者の交流の場を設けることを目的として、海外留学推進・

支援 WG のメンバー、留学者、留学希望者による「メーリングリスト」を

運用した。（事前登録制）2025.4.24 時点の登録者 58 名 

 

２）次世代を担う卓越した耳鼻咽喉科専門医育成プログラム事業を運営した。 

  （事業内容） 

① 耳鼻咽喉科・頭頸部外科の各専門領域から、30 歳～40 歳代の若手研究者

の第 3 期メンバー8 名、育成プログラムコーディネーターとして外部講師

を選定した。 

② 第 3 期メンバー8 名のそれぞれの臨床・研究活動の発表、質疑応答による

関連する内容の議論、海外留学や、研究環境についての課題の共有等、横
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の繋がりを醸成することができる場を設ける発表会、交流会の実施を計画

した。 

３）留学支援基金の獲得について検討し、引き続き検討することとした。 

４）海外共同研究事業の立ち上げを検討し、引き続き検討することとした。 
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令和 6 年度事業報告 

近未来の耳鼻咽喉科医療の在り方 WG 

                                                           

座長    猪原秀典（大阪大学） 

委員   

人工聴覚器・顔面神経麻痺 羽藤直人（愛媛大学） 

めまい    堀井 新（新潟大学） 

鼻アレルギー・好酸球性副鼻腔炎 岡野光博（国際医療福祉大学）、 

口腔がん   朝蔭孝宏（東京医科歯科大学） 

甲状腺外科   平野 滋（京都府立医科大学）、 

がん薬物療法   岡野 晋（国立がん研究センター東病院） 

嚥下    熊井良彦（長崎大学） 

新たなクリニックの診療スタイル像 提案委員会 

                       野上兼一郎（野上耳鼻咽喉科医院） 

                                                           

人工聴覚器 

1. 「聴こえ 8030 運動」の専用ホームページを立ち上げた。 

2. 2024 年 9 月 2 日に日本医学会連合 TEAM 事業メディアセミナー「多領域の専門家が挑 

む加齢性難聴とその社会的課題 ―Healthy Aging と認知症対策における聴こえの役割

―」を開催した。 

3. 毎日新聞、朝日新聞、秋田魁新報、下野新聞、千葉日報、埼玉新聞、奈良新聞、山陰中 

央新報、高知新聞、長崎新聞、琉球新報、愛媛新聞等に「聴こえ 8030 運動」の記事が掲

載された。 

4. 「聴こえ 8030 運動」の名称・ロゴマークの商標登録を行った（登録番号 6890698、登録

日：2025 年 1 月 29 日）。 

5. 2025 年 3 月 2 日に日本医学会連合 TEAM 事業市民公開講座 「聴こえと認知症－健 

康長寿に向けてできること－」の開催が予定されている。 

 

顔面神経麻痺 

1. 顔面神経麻痺の主診療科が耳鼻科であることを、NHK『チョイス＠病気になったとき』
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（2024 年 6 月 23 日（日）E テレ 午後 7 時～7 時 45 分、再放送 6 月 28 日（金）午後

0 時～0 時 45 分「知っておきたい 顔面神経麻痺」）で啓発した。 

2. 日耳鼻ホームページ「顔面神経麻痺ってどんな病気？原因・治療・リハビリまで」が、顔面神

経麻痺のキーワード検索で、Google 検索順位の 1 位となった。

めまい

1. 65 歳以上の高齢めまい患者におけるフレイルの有病率を、Kihon Check List (KCL)を

用いて推計した。その結果、フレイルが 44%, プレフレイルが 28%と、一般集団よりも高く、

フレイルへの介入が必要と考えられた。

2. 2025 年度日本医学会連合の領域横断的連携活動事業(TEAM 事業)のための申請書

「慢性めまいへの介入による健康寿命延伸事業」を作成した。

鼻アレルギー・好酸球性副鼻腔炎

1. 「花粉症重症化ゼロ作戦」を 2027 年より全国展開を開始するための準備を進めている。

2. 「花粉症重症化ゼロ作戦」全体ミーティングを 2 回、個別ミーティングを 1 回開催した。

3. 「花粉症重症化ゼロ作戦」の名称・ロゴマークの商標登録を行った（登録番号 6890613、

登録日：2025 年 1 月 29 日））。

4. 「花粉症重症化ゼロ作戦」規約および賛助会員規約を作成した。

5. 2025 年 1 月時点で 4 社・団体の賛助会員入会を認めた（ダイアモンド会員 2 社、ブロン

ズ会員 2 社・団体）。

6. 環境省や花粉問題対策事業者協議会（Japan Anti-pollinosis Control: JAPOC）な

ど、各種関係団体との連携に関する折衝を行った。

7. 第 125 回日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会総会でシンポジウム「花粉症重症化ゼロ作戦」

を行った。

8. 舌下免疫療法で上昇するスギおよびヒノキ特異的 IgG4 の保険収載化を目指して、メンバ

ーを中心とした多施設観察研究を行うための倫理審査を進めた。

9. 5 つのモデル地区で「花粉症重症化ゼロ作戦」を先行展開した。具体的には、医会主催の

市民向け講演会、養護教諭向け講演会、ショート動画配信、「花粉症重症化ゼロ作戦」認

－8－



知度向上のためのパンフレット作成や新聞広告掲載などである。 

 

口腔がん 

1. 頭頸部外科月間に合わせて、全国 25 都道府県において市民公開講座及び講演会が、9

都道府県において無料相談会が、6 都道府県において無料口腔がん検診が開催された。 

2. 頭頸部外科月間優秀企画賞として以下の都道府県が表彰された。              

１位 大阪府、２位 広島県、３位 北海道、秋田県、埼玉県、愛知県。 

 

甲状腺外科 

1. 日本内分泌外科学会における耳鼻咽喉科医の会員数が増加した。 

465 名（2023 年 11 月）→497 名（2024 年 11 月） 

2. 役員数の推移（2020 年 9 月→2024 年 7 月→2025 年 4 月）について 

● 評議員 27/232 名（11％）→22/193 名（10％）→29/161 名（18％） 

● 理事（推薦理事を除く） 3/21 名（14％）→3/21 名（14％）→6/21 名（28％） 

*2025 年より会員数に合わせた評議員選挙開始 

 

3. 学術面の促進：日耳鼻総会・学術講演会および日耳鼻秋季大会において甲状腺セッション

を行った。 

 

第 126 回日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会（横浜）、2025 年 5 月 

● 手術手技セミナー：甲状腺内視鏡手術 

座長：加藤 久幸  

演者：片山 昭公、菅野 真史 

 

第 125 回日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会（大阪） 2024 年 5 月 16-18 日 

● シンポジウム：甲状腺外科を切り拓く 

司会：平野 滋、折田頼尚 

演者：金子賢一、笹井久徳、佐藤伸也、辻裕之 

● 国際シンポジウム：Thyroid surgery in East Asia 

司会：大上研二、Kyung Tae 

演者：Kyung Tae、Pakdee Sannikorn、北村守正 
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● 教育講演：甲状腺癌－フォローアップのエビデンス 

司会：吉崎智一 

演者：佐々木崇博、金本巨哲 

第 38 回秋季大会（京都） 2024 年 11 月 30 日-12 月 1 日 

● 学術セミナー７（ランチョンセミナー）：BRAF 遺伝子変異を有する甲状腺癌の薬物療

法  

司会：森谷 季吉、安松 隆治 

演者：岡野 晋、鈴木 茂伸 

4. 交流会 

第 36 回日本内分泌総会＠久留米において、5 月 23 日に耳鼻咽喉科頭頸部外科の参

加者が集う場を設け懇親を深めた。 

 

がん薬物療法 

1. 各種学会において「頭頸部がん薬物療法」に関連するセッションで教育的講義を継続して

実施している。 

2. 日本臨床腫瘍学会における「がん薬物療法専門医」が基本診療科を内科限定としたサブ

スペシャルティになる可能性について、その動向を調査している。 

3. 頭頸部がん薬物療法に関する教育事業を推進するため助成金への申請を行った。 

 

嚥下 

1. 2024 年度医学会連合 TEAM 事業「「いつまでも健康で美味しく食べる」ための、多学会

連携による嚥下障害対策の普及活動」の窓口として、６つの関連学会（日耳鼻を含む）との

共同シンポジウムの企画を担当する実行委員の選定とその取りまとめを行った。 

2. 嚥下フレイルに関して、歯科領域で既に確立された口腔機能低下症（オーラルフレイル）に

対応する「嚥下機能低下症（飲み込みのフレイル）」の疾患概念の確立を目指し、各方面

（日耳鼻理事、老年歯科医学会理事長）との折衝を行った。現在進行形である。 

 

新たなクリニックの診療スタイル像 提案委員会 

1. 調査の目的と方法 
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本委員会では、特定の領域を強化した新たな診療スタイルで経営が軌道に乗っているクリニ

ックの成功例を会員に紹介するとともに、新たなクリニックの診療スタイル像を会員の皆様に提

案することを企画し、各都道府県の地方部会会長、医会長各位に当該クリニックの推薦を依頼

した（アンケート調査期間：令和 6 年 9 月 19 日から 11 月 6 日）。 

2.回答結果 

推薦されたクリニック数は 161 であった。複数の領域で推薦を受けているクリニックがある為、

延べのクリニック数は 195 であった。難聴診療が 27 件で最多（13.9％）、次にめまい診療、副

鼻腔手術が 17 件（8.8％）、小児難聴診療が 15 件（7.7％）、睡眠時無呼吸が 13 件

（6.7％）と続いた。 

3.今後の展望 

臨床耳鼻科医会の地域医療・広報・学術・勤務医・保険医療の５つの委員会から選出された

代表者とともに、資料の今後の活用について協議を行う。 

4.活用のための基本方針 

これから開業を考えておられる勤務医の先生方、現在行っている診療のブラッシュアップを考

えている先生方に、単なる紹介ではなく「参考になる」「自院でも応用できる」情報を提供する。 

多忙な医師でも目を通しやすい形式（短く、わかりやすく） 

公表内容については当該の先生と十分にコミュニケーションを取って、公開の範囲、問い合わ

せへ対応の協力の有無等、個別に設定する。 
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令和6年度事業報告 HPV 関連がんとHPV ワクチンに関するWG 

座⻑ 猪原秀典（⼤阪⼤学） 
アドバイザー  丹⽣健⼀（神⼾⼤学）
委員 折舘伸彦（横浜市⽴⼤学） 

守本倫⼦（国⽴成育医療研究センター） 
川北⼤介（名古屋市⽴⼤学） 

1. MSD 株式会社 2024年（公募型）医学教育事業助成に応募した「⽿⿐咽喉科領域における HPV 関
連疾患の疾病負担軽減を⽬指す医学教育事業」が採択された。

2. 2024年5⽉16⽇(⽊)に、第125回⽇本⽿⿐咽喉科頭頸部外科学会学術講演会において、MSD医学教育
事業助成セミナー「HPVワクチンによるHPV関連がんの予防―男性への定期接種に向けて―」を開
催した。⼦宮頸がんに対するキャッチアップ接種の役割や最新の接種状況、⼦宮頸がんの排除実現
のための⽇本の今後の課題、およびHPVワクチンの男性接種に関する海外での報告とHPV関連中咽
頭がん予防に関する可能性について概説した。

3. 2024年7⽉18⽇(⽊)に、⽇本対がん協会が主催するWeb形式の「対がんセミナー」において、HPV関
連中咽頭がんとHPVワクチンに関する講演を⾏った。

4. 2024年11⽉1⽇(⾦)に、HPV関連中咽頭がんを含むHPV関連がんとHPVワクチンに関するメディア
セミナーをMSD医学教育事業助成セミナーとして⽇本産科婦⼈科学会と共催した。HPV関連がんに
関する国内外での動向、HPV関連中咽頭がんの⽇本における実態と問題点、HPVワクチンの国内外
における現状とジェンダーレス接種の有効性と実施に向けた課題について概説した。また、⽇本⽿
⿐咽喉科頭頸部外科学会、⽇本産科婦⼈科学会、⽇本⼩児科学会の会員向けに、収録内容をオンデ
マンド配信した。また、市⺠向けには討論パートを割愛した収録内容をオンデマンド配信した。

5. 2024年11⽉30⽇(⼟)に、第38回⽇本⽿⿐咽喉科頭頸部外科学会秋季⼤会において、⽿⿐咽喉科頭頸
部外科医を⽬指す臨床研修医に向けた⽿⿐咽喉科頭頸部外科教育セミナーをMSD医学教育事業助成
セミナーとして実施し、HPV関連疾患を含む⽿⿐咽喉科頭頸部外科の多様な疾患に対するやりがい
ある診療についての紹介、吉本興⾏所属のペナルティ脇⽥寧⼈⽒による中咽頭癌の闘病経験と命の
尊さについての講演など、HPV関連疾患に対する啓発活動を⾏った。

6. 2024年12⽉1⽇(⽇)に、第38回⽇本⽿⿐咽喉科頭頸部外科学会秋季⼤会の領域講習12「HPV関連疾
患の克服に向けて」をMSD医学教育事業助成セミナーとして実施し、実臨床におけるHPV 関連中咽
頭癌の診断、予後因⼦とTNM分類の改訂、経⼝⼿術、⽇本における現状について、およびHPV関連
がんを中⼼に現在の動向と今後のHPVワクチンへの期待について概説した。

7. HPV 関連中咽頭がんおよび男性へのHPV ワクチン接種に関するオウンメディアサイトのリニュー
アルを⾏った。
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8. MSD医学教育事業が会員のHPV関連疾患ならびにHPVワクチンに関する知識向上に寄与することが

できたかどうか満⾜度調査を実施した。 
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2025年デフリンピック支援WG 

 

WG メンバー 

座長：川嵜良明、中川尚志 

委員：羽藤直人、大谷真喜子、高野賢一、狩野拓也、中澤宏、岩佐英之、市川菊乃 

井藤博之、鹿野真人、藤森里香子、中澤操、守本倫子、麻生伸 

相談役：加我君孝、小川 郁、久松三二 

目的 

2025 年11 月15 日（土）から26 日（水）の12 日間、開催予定である東京デフリンピ

ックを日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会と日本臨床耳鼻咽喉科医会の合同で支援する。 

 

2024年4月より中心的役割を果たしている（公財）東京都スポーツ文化事業団デフリン

ピック準備運営本部プロトコール部メディカルグループの責任者が交代した。これに

伴い、情報の交換、相談、連絡が容易、かつ頻回になった。以下のように会期前の準

備および活動を行った。 

 IDカード発行の際の抜き打ち検査、および、聴覚ドーピングチェックのための聴

力検査について具体的な運用方法をデフリンピック準備運営本部から説明を受け

た。検査内容への質問、疑問点についてデフリンピック準備運営本部を通じて、

デフリンピックの国際的な運営主体である the International Committee of 

Sports for the Deaf （ICSD）とやり取りを行った。 

 言語聴覚士協会と連絡をとり、準備について情報交換を行った。検査を行う言語

聴覚士の確保は会場となる東京、福島、静岡の言語聴覚士の県士会を通じて行

う。医師はそれぞれの地域で電話相談、必要な時の診察など後方支援にあたり、

検査会場には出動しない。 

 東京都、福島県、静岡県の耳鼻咽喉科専門医会にお願いし、後方病院の選定、具

体的な支援について検討中である。 

 日本国内の選手が出場のための診断書をスムーズに受け取れるように、診断書作

成の手引きを作成し、全国の地方部会長に依頼し、出場のための診断書作成対応

病院を選定してもらい、リスト化、HPで公表、各関連団体に連絡した。（資料1） 

 会期前、会期中に来日した選手の補聴器や人工内耳が故障したときのために問い

合わせる窓口リストをつくるように補聴器工業会、補聴器販売店協会および人工
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内耳各社に依頼した。 

 デフリンピックの広報を行うために、広報委員会と協力し、デフリンピックのロ

ゴをHPに掲載、デフリンピックのサイトにリンクを貼った。デフリンピック関連

の動画を作成することとした。 

 メディア向けのデフリンピック記念セミナーを（株）日本コクレア社の共催で、

2025年5月26日にステーションコンファレンス東京で行う予定である。 
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WGからのお知らせ

各検索のページ

関連リンク集

申請書各種ダウンロード

講習会主催者申請システムについ
て

Japan Hearing Vision（難聴対策
推進議員連盟からの提⾔）

会員・医療関係の皆さん

Copyright © ⼀般社団法⼈ ⽇本⽿⿐咽喉科頭頸部外科学会 All rights reserved.
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⽿⿐咽喉科診療機器の感染制御 WG 
令和 6 年度事業報告書 

令和 7 年 5 ⽉ 11 ⽇ 
 
 

担当理事： ⼤森孝⼀（京都⼤学） 
座⻑： 坂本達則（島根⼤学） 
委員： 岡野⾼之（藤⽥⼤学ばんたね病院） 
 齋藤康⼀郎（杏林⼤学） 
 保富宗城（和歌⼭県⽴医科⼤学） 
 松塚嵩（朝⽇⼤学病院） 
 宮本直哉（宮本ファミリークリニック） 

 
 
事業内容 
1. 「⽿⿐咽喉科内視鏡の感染制御に関する⼿引き」（2016 年発⾏）発⾏後の新規内容の調

査を⾏った。 
2. 「⽿⿐咽喉科内視鏡の感染制御に関する⼿引き」改訂版のドラフトを作成した。 
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AC ジャパンキャンペーン対応 WG 

 
座⻑：⽋畑誠治 
委員：和佐野浩⼀郎、吉⽥忠雄、⽩井杏湖 
（医会）藤岡治 
（アドバイザー）村上信五 

 
１．WG 設置の趣旨・⽬的 

超⾼齢社会の本邦において、認知症の予防や⾼齢者のコミュニケーション⽀援を介して
健康寿命を延伸するために、難聴に対する予防・診断・介⼊を３つの柱とする適切な⽀援
の普及は喫緊の課題となっている。難聴を⾃覚した患者が⽿⿐咽喉科に気軽に、かつ積極
的に受診する社会をめざして、AC ジャパン⽀援のもと⼤規模な難聴啓発キャンペーンを
令和 6 年 7 ⽉より今後 3 年間にわたり⾏う。また、「聞き取りづらさ」を感じて⽿⿐咽喉
科を受診した患者に対して、適切な診療を提供できる医療体制の構築に協⼒する。 
 
２．活動計画・⽬標 
⽬標：AC ジャパンの⽀援キャンペーン広告を通じて、難聴の予防、難聴発症後の早期診
断および適切な介⼊の重要性について全国規模の啓発活動を⾏う。「聞き取りづらさ」を
⾃覚した患者が、⽿⿐咽喉科に気軽にかつ積極的に受診する社会をめざすとともに、受診
した患者に適切な診療を提供できる医療体制の構築に協⼒する。 
 
活動計画 

1  AC ジャパンの難聴啓発に関する⽀援広告を 2024 年度から 3 年間継続する。 
2  ⽀援広告の各年度のテーマを決める。 
3  「聞き取りづらさ」を感じて⽿⿐咽喉科を受診した患者に対して、適切な診療を提

供できる医療体制の構築に協⼒する。 
 
３．2024 年度活動報告 
① 2024 年度 AC ジャパン⽀援キャンペーン開始 

2024 年７⽉１⽇から歌⼿近藤真彦さんが出演する
「往年のアイドル」をテレビ CM、ラジオ CM、雑誌広
告、新聞広告、交通広告の５媒体で開始した。 
 
② 2024 年度キャンペーンに関する周知活動と取材対応 
・会員の勤務する医療機関ならびに⽿⿐咽喉科診療に関連する公的機関へキャンペーンポ
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スターを配布した。 
 
・学会・研究会・市⺠公開講座における会員による講演でキャンペーン動画やグラフィッ
ク広告の使⽤希望に対する個別対応を⾏った。 
 
・会員の勤務する医療機関のモニターでテレビ CM を流したいという要望に対して、個別
対応をおこなった。 
 
・⽇本医師会の⽇医ニュース 2024 年 9 ⽉ 5 ⽇号の紙⾯版なら
びに WEB 版に特別寄稿「難聴の早期発⾒のため⽿⿐咽喉科受
診勧奨にご協⼒を」として掲載。 

https://www.med.or.jp/nichiionline/article/011853.html 
 
・⽇本医師会の⽇医ニュース 2024 年 10 ⽉ 20 ⽇号に同梱の健
康ぷらざに「加齢性難聴―聞こえづらさを感じたら放置しない
で―」を掲載。 
 https://www.med.or.jp/dl-med/people/plaza/583.pdf  
 
・NHK 総合「あしたが変わるトリセツショー」の「難聴かも?聴⼒低下を放置しない全⼒
対策」制作にあたり、キャンペーン CM 使⽤ならびに学会への取材に協⼒を⾏った。2024
年 7 ⽉ 18 ⽇放送。 
 
③ ⽇⽿⿐秋季⼤会において AC ジャパンパネルブースの設置および街⾓ AC ジャパン企
画を実施。第 5 回⽇本臨床⽿⿐咽喉科医会セッションで「AC ジャパンの難聴啓発キャン
ペーン開始後の対応」として会員に周知を⾏った。 
 
④ 聞き取りづらさを感じて受診した患者さんに対する診療マニュアルの配布 
 AC ジャパン⽀援キャンペーンをきっかけに受診した患者に対する対応法をまとめた診
療マニュアルを広報委員会および福祉医療・成⼈⽼年委員会との連携により作成し、⽇⽿
⿐会報（2024 年６号）に同梱するかたちで配布するとともに⽇⽿⿐マイページにて会員向
けに公開した。 
 
⑤ 補聴器診療医リスト作成と会員向け公開 
 AC ジャパン⽀援キャンペーンをきっかけに受診した患者が補聴器装⽤が必要な際に⼗
分な医療を提供できること医療機関をまとめた補聴器診療医リストを広報委員会との連携
により作成し、⽇⽿⿐マイページにて会員向けに公開した。 
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⑥ ⽿⿐咽喉科医師を対象とした聴覚検査及び聴覚補償機器に関する実態および意識調査 
 ⽇⽿⿐会員における聴覚検査ならびに聴覚補償機器（補聴器・⼈⼯内⽿）に関する実態
調査を Google forms を⽤いて⾏った。2024 年 1 ⽉ 11 ⽇から 2 ⽉ 2 ⽇を調査期間とし全
会員向けにメールを⽤いて回答依頼を⾏い、2475 件の回答を得た。結果に関しては⽇⽿⿐
会報（2025 年 2 号）に論⽂として報告した。 
 
論⽂ 
和佐野浩⼀郎、⽩井杏湖、吉⽥ 忠雄、他 
⽿⿐咽喉科医師を対象とした聴覚検査および聴覚補償機器に関する実態および意識調査 
⽇⽿⿐ 128:120-130, 2025. 

 https://www.jstage.jst.go.jp/article/jibiinkotokeibu/128/2/128_120/_pdf/-char/ja 
 
⑦ 2025 年度 AC ジャパン⽀援キャンペーンの選定ならびに制作 
 キャンペーンテーマを決定し 2024 年９⽉に AC ジャパンに報告、全国の広告代理店の
ヒアリングに個別対応した結果、多数のキャンペーン案の応募あり、AC ジャパンにより
⼀次選考・⼆次選考が⾏われ、16 個のキャンペーン案に絞り込みが⾏われた。それらの案
に対し⼤森⽇⽿⿐理事⻑ならびに川嵜臨床医会会⻑および WG により意⾒を付託したうえ
で AC ジャパンが最終選考を実施、３つの案に絞り込まれたものから、⼤森⽇⽿⿐理事⻑
ならびに川嵜臨床医会会⻑および WG でキャンペーンを最終決定した。 
 2025 年２⽉から４⽉にかけて連⽇のウェブならびに対⾯の制作会議、制作作業を経て４
⽉末に CM ならびにグラフィックが完成した。７⽉１⽇からキャンペーン開始予定であ
る。 

－35－



サイト内検索 検索

広 入 会
ご意見・ご要望

加齢による難聴は年を取れば誰にでも訪れる症状ですが、実は放っておくと認知症やうつ病などにも繋がる危険があ

ります。特に身も心も若い今の50〜60代は自覚症状が無いこともあり、定期的な聴力検査は国民的な課題です。そこ

で、ご自身も2024年に還暦を迎えた現役アイドル近藤真彦さんから同世代に向けて、「聞こえにくさ」を感じたら聴

力検査をと投げかけていただきました。コンサートのコール＆レスポンスで聞こえにくさに気づくというユーモラス

な演出も見どころです。

●支援団体：日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会（日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会のサイトを見る）

●広告会社：電通アドギア

●掲載メディア：テレビ／ラジオ／新聞／雑誌　他

テレビCM

ラジオCM

近藤真彦さん みんなぁ　マッチでーす！

会場の皆さん イエ～イ

近藤真彦さん 声が小さいなぁ。

会場の皆さん イエ～イ

近藤真彦さん まだまだぁ！　行くぜー！

会場の皆さん イエ～イ

ナレーション それ聞こえにくさのせいかも。

聞きかえし、聞き間違いが多くなったら

耳鼻科での聴力検査をおすすめします。

聞こえにくさを放っておくと

社会的孤立やうつ病、認知症につながるから。

近藤真彦さん マッチ60歳。聴力検査、デビューします。

会場の皆さん イエ～イ

広告キャンペーン概要

キャンペーン実施の流れ

支援キャンペーン実施諸規則

プレゼンテーション参加広告会社

全国キャンペーンテーマ

全国キャンペーン

広報キャンペーン

地域キャンペーン

支援キャンペーン

ＡＣジャパン・NHK

共同キャンペーン

ＡＣジャパン広告学生賞

臨時キャンペーン

ＡＣジャパン

広告作品アーカイブ

広告賞受賞作品一覧

広告作品の貸出について

広告作品の二次使用について

往年のアイドル（支援キャンペーン）

00:00 00:00
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会場のお１人 マッチ　ステキ！

近藤真彦さん よく聞こえません。もう１回！

会場の皆さん （受けている笑い声）

ナレーション 日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会

ナレーション ＡＣジャパンはこの活動を支援しています。

新聞広告

(マウスをのせると拡大します)

本サイトについて プライバシーポリシー サイトマップ 推奨環境について

Copyright©2014 Advertising Council Japan. All Rights Reserved.
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大森孝一　日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会 理事長／京都大学医学部 耳鼻咽喉科・頭頸部外科 教授
和佐野浩一郎　東海大学医学部 耳鼻咽喉科・頭頸部外科 准教授

2088 印刷

令和6年（2024年）9月5日（木） / 日医ニュース / 解説コーナー

特別寄稿　難聴の早期発見のため耳鼻咽喉科受診勧奨にご協力を

　『マッチ60歳、聴力検査デビューします！』という近藤真彦さん
が出演するCMや広告をご覧になって頂けましたでしょうか。
　日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会は令和6年7月から難聴に関する啓
発キャンペーンをACジャパンの支援の下で開始しました。主たるメ
ッセージは「聞きかえし、聞き間違いが多くなったら、耳鼻科での
聴力検査をお勧めします」というものです。
　加齢に伴って進行する難聴は誰もが経験することであり、生活の
中で少し不便を感じるものの、大きな声で話してもらったり、テレ
ビの音量を上げたりすれば良いのではないかという印象をおもちの
方も少なくないと思いますので、なぜこのような大規模な難聴啓発
キャンペーンを学会が始めたのか解説させて頂きます。

加齢に伴って進行する難聴、すなわち加齢性難聴はコミュニケーションの低下にとどまらず、適切な介入を行わないことが、認
知症・うつ病といった疾患リスクの増加、社会的孤立や就業機会の喪失といった社会課題に関連することが示されています。特に
2017年にLivingstonらがまとめたLancet誌の委員会報告では、認知症を予防できる可能性が最も大きい因子が「中年期以降の難
聴」の予防・介入であることが示され、2020年、2024年に最新データに更新されてもその結果は維持されています。
　世界保健機関（WHO）は2017年の第70回世界保健総会（World Health Assembly：WHA）において、「難聴および聴覚障害
の予防（WHA70.13）」を採択、2021年3月3日には『World report on hearing』という難聴に関する予防と適切な介入に関する
報告書を公開しました。
　予防に関しては、ヘッドホン・イヤホンによる強大音暴露回避のキャンペーンが開始され、介入に関しては加齢性難聴に対する
補聴器装用によって認知症発症リスクが低下することが、大規模なデータベースを用いた観察研究や無作為化介入試験により示さ
れました。
　予防や介入を行うためには聴覚機能を評価しながら適切な管理を実施する必要がありますが、日本国内においては聴力に関する
健・検診は学校保健安全法施行規則に基づく学校健診と労働安全衛生規則に基づく労働者健診のみであり、非就業者や退職後の特
定健康診査・後期高齢者健康診査において聴力に関する項目は問診を含めて一切含まれていません。
　国際的に質問内容が統一された大規模調査（JapanTrak及びEuroTrak）によれば、難聴の自覚率は欧州を始めとした諸外国と日
本は同等（約10％）である一方で、難聴を自覚した際の医師への相談率は諸外国（50～80％台）と比較して、日本（38％）は低
いことが示されました。その結果として、難聴自覚者における補聴器装用率が諸外国（40～50％台）と比較して、日本（15％）は
非常に低いことも示されています。
　そこで日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会では、健・検診に聴覚に関する項目（問診及び検査）を加えるための働き掛けを行うとと
もに、一般市民の方に対しても聴覚に関する意識をもって頂けるように啓発活動を進めています。
　学会として80歳になっても30デシベルの聴力レベルを保つことを目的とした「聴こえ8030運動」を開始するとともに、前述の
ACジャパンの支援において行う難聴啓発キャンペーンを開始いたしました。更に、防音室が無い診療環境であっても聴覚に関する
スクリーニングが実施可能な機器の開発も進めることで、幅広い診療科の先生方に聴覚診療へご参加頂くことも目指しています。

さまざまな観察研究や介入研究の結果を合わせて、日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会では、「中等度以上の難聴」並びに「軽度難
聴であっても聞こえづらさを感じている」患者さんに対して補聴器装用を提案することをまとめた診療マニュアルを発行し、会員
に周知しました。
　他診療科の先生方におかれましても、日々の診療の中で診察する患者さんで、高度な難聴ではなくても本人が聞こえづらさを感
じていたり、周囲の方とのコミュニケーションに困難を認めたりした場合は、耳鼻咽喉科受診と聴力検査をお勧め頂けると幸いで
す。よろしくお願いいたします。

関連キーワードから検索

日医ニュース

関連記事
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オールジャパンプロジェクト WG 報告 2025 年 5 ⽉

日耳鼻では、委員会および専門分科会を横断した活動が活発に行われており、各種ワーキング

グループ（WG）が組織されている。「先端研究委員会」と「新規医療の開発と実用化推進 WG」

は、発展的に統合され、「臨床研究推進・実用化委員会」として再編された。 

新たに設立された「オールジャパンプロジェクト WG」は、「一般社団法人としての責務を果たし、

学術的活動を社会に還元し、社会実装すること」を大目標に掲げている。これは、従来の「診療・

教育・研究」といった枠組みにとらわれず、行政への提言や、社会に内在する課題の掘り起こし

を通じて、新たな研究の芽を生み出すことを意図したものである。 

この考えに基づき、本 WG では秋期大会において、趣旨に沿った演題と演者をそろえたセッショ

ンを毎年企画・開催する予定である。

2022 年 2024 年 

先端研究委員会     臨床研究推進・実⽤化委員会 

新規医療の開発と実⽤化推進 WG オールジャパンプロジェクト WG

2024 年 秋期⼤会 セッション企画意図 
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今後の⽿⿐咽喉科頭頸部外科領域の発展に求められる新たな視点を探るために、オール

ジャパンプロジェクト WG が新たに設⽴された。その概要を説明し、学会全体で取り組む

プロジェクトの⽅向性を提⽰する。 

オールジャパンプロジェクト WG 設⽴意図

 ⼀般社団法⼈としての責務を果たし、学術的活動を社会に還元し、社会実装するこ

とを⽬的とする。

 5 年、10 年先の実現を⽬指した⼤規模プロジェクトを発案・企画し、継続的に進

める。

 市中から課題を発掘し、課題発掘・抽出型の研究を⾏うとともに、⾏政からの社会

的ニーズを吸い上げるため厚労省などと協議を進める。

 将来、保険医療に繋がる⼤きなテーマを提案し、社会実装と保険適⽤を⽬指す。

 ⽇⽿⿐学会と臨床医会との連携を今まで以上に深めて社会への働きかけを強化す

る。

プログラム概要 

オールジャパンプロジェクトの企画意図の解説に続いて、研究費について取り上げる。

研究費の獲得は会員にとって重要なテーマであり、全国調査の結果を昨年度と今年度で⽐
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較しながら解説する。また、頭頸部領域での⼤型研究費の内容や、⽇本臨床腫瘍研究グル

ープ（JCOG: Japan Clinical Oncology Group）の活動についても報告する。 

従来、病院やクリニックにいる医師が患者を待ち構え、そこで医療を展開し、様々な研究

を進めてきた。しかし、学会活動をさらに社会貢献につなげるため、介護の現場における

聴覚・嚥下医学の状況を把握するために、介護施設 200 施設、3000 ⼈に対してアンケー

ト調査を⾏った。この調査から⾒えてくる課題を探り、⼊所者の⽣活向上に⽿⿐咽喉科医

学がどのように貢献できるかを検討し、積極的に現場に介⼊していく。また、そこでどの

ような研究活動が可能かを解説する。ここでは「市中から課題を発掘し、課題発掘・抽出

型の研究を⾏う」という新たな発想を展開していく。 

⽇々の研究活動を市⺠に届けるという意味では、臨床研究成果の実⽤化が最も重要であ

る。臨床試験・治験を実施する際に常に問題となるのは「患者のリクルート」である。良

い治療法を開発して試験を組んでも、該当する患者が来なければ話は前に進まない。⽿⿐

咽喉科・頭頸部外科関連の臨床試験を⽇⽿⿐ HP に掲⽰する計画が進⾏中である。会員が

⽇常診療で遭遇する対応困難症例（希少・難治性疾患を含む）、標準治療完了例への追加

治療、新規治療希望例などにどう対応すべきか、その選択肢の⼀つとして臨床試験、臨床

研究への参加の可能性があることを解説する。 
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⾏政(厚労省や⽂科省、経産省およびその関連組織である AMED など)に出向して⼈事交

流を図ることもまた重要な活動である。⼈事交流へのモチベーションを⾼め「⼈事交流者

の知⾒」を有効活⽤することで、さらにその後のキャリアアップに繋げていきたい。 

このようにそれぞれの演者が扱うテーマは異なるが、⼀貫して底流に流れる考えは「学術

的活動を社会に還元し、社会実装する」ことである。このような哲学に基づくこの WG の

将来展望を最後に提⽰する。 
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߶ྺं͹ೋ௎ΏᅠԾ্֒͗ղंޤͶ
༫͓ΖӪڻ͹ࣰସ௒ࠬͳ՟ୌ

ೖࣘඕ ߶ྺं͹ೋ௎ΏᅠԾ্֒͗ղंޤͶ༫͓ΖӪڻ͹ࣰସ௒ࠬWG
୉ਁ޻Ҳɼ੤ଞ࢚߀ɼ౽ଞਇଢ࿢ɼԮ໼߶೯ɼ
಼ీүܛɼࠕચޭկɼߵख߀෋ɼ஝஦ ༺

୊38յೖຌࣘඕҼ޶Ռಆᰏ෨֐Ռָճवل୉ճ
ΨʖϩζϡϏϱͲखΕૌ΋ڂݜʀྡজʀࣰ༽Կιϝψʖʤ2024.11.30ʥ

໪దʁղޤ࿟ਕฯ݊ࢬઅΏಝพ཈ޤ࿟ਕϙʖϞ͵ʹ͹߶ྺंࢬઅ
Ͷ͕͏ͱɼ೘ॶं͹ೋ௎ΏᅠԾ্֒͗ղंޤͶ༫͓ΖӪڻ
Ν௒΄ɼղݳޤ৖Ͳࠖͮͱ͏Ζ͞ͳΝ໎Δ͖Ͷ͢ɼࣘඕҼ
ҌͶͯ͵͝ΖͪΌ͹௒ཱིࠬࡨԋࢩ΃͹ंޤՌҫͳ͢ͱղ޶

ʁ2024೧4݆24ೖʛ5݆31ೖؔغ

߶ྺं͹ೋ௎ΏᅠԾ্֒͗ղंޤͶ༫͓Ζ
Ӫڻ͹ࣰସ௒ࠬ

ଲেʁ4ැݟ͹߶ྺंࢬઅ͹ղंޤ
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અ໌ࢬ ਼݇
౐ښ མ࿪ճϖϩηίΠεητϞ 546

્ਫ਼ճබӅ ήϩʖϕࢬઅ 93
ෳౣ थޭճබӅ ήϩʖϕࢬઅ 62

ҫྏ๑ਕ ࣌ٳճ ήϩʖϕࢬઅ 55
ޮཱིঘ໼ௌஏ๏૲߻බӅ ήϩʖϕࢬઅ 13

৕ٸ ҫྏ๑ਕনీճ ήϩʖϕࢬઅ 52
Ѭஎ ղޤ࿟ਕฯ݊ࢬઅଢཇ 39

࿟ਕฯ݊ࢬઅϧʀϓΟϝϨΠ 21
ऀճෳࢳ๑ਕڠѬճ ڠѬබӅ 3
ղޤ࿟ਕฯ݊ࢬઅ એԽ࣋ 1
ܯ߻ 885

2024೧5݆31ೖ

̒ɿຌೖ͹͟୴౲͹೘ॶंͺՁ໌Ͳ͖ͤɽ
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̓ɿ͟୴౲͹೘ॶं͹͑ͬɼೋ௎ͳࢧΚΗΖ๏ͺՁ໌Ͳ͖ͤɽ

ೋ௎೘ॶं͹ׄ߻(ଲ୴౲ं਼)
஦ԟ஍: 22.2% (95%CI: 17.6-26.1)
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̔ɿ ͟୴౲͹೘ॶं ͹͑ͬɼ೟எ঳ͳࢧΚΗΖ๏ͺՁ໌Ͳ͖ͤɽ

೟எ঳೘ॶं͹ׄ߻(ଲ୴౲ं਼)
஦ԟ஍: 92.0% (95%CI: 85.2-100)

－60－



̕ɿ ͟୴౲͹೘ॶं ͹͑ͬɼೋ௎͖ͯ೟எ঳ͳࢧΚΗΖ๏ͺՁ໌Ͳ͖ͤɽ

ೋ௎͖ͯ೟எ঳೘ॶं͹ׄ߻(ଲ୴౲ं਼)
஦ԟ஍: 22.2% (95%CI: 16.7-28.6)
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8. ͟୴౲͹೘ॶं͹͑ͬɼೋ௎͍Ζ͏ͺ೟எ঳ͳࢧΚΗΖ͗
 ۢพ͖͗ͯ͵͏๏ͺՁ໌Ͳ͖ͤɽ

ۢพ͖͗ͯ͵͏๏͹ׄ߻(ଲ୴౲ं਼)஦ԟ஍: 5.1%(95%CI: 0-11.1)
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11ɿೋ௎͹೘ॶंͶͯ͏ͱɼ͍͵ͪ͗ࠖͮͱ͏Ζ͞ͳΝ͕౶͓͚ͫ͠͏ɽ
ʤ෵਼յ౶Նʥ

13ɿઅ໲12Ͳɼ࿫͢๏ͶഓྂͤΖͳ౶͓ͪ๏Ͷ͕ਚ͸͢Ήͤɽʹ͹Γ͑͵
 ഓྂΝ͢Ή͖ͤɽʤ෵਼յ౶Նʥ
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14ɿೋ௎͹೘ॶं͹๏Ͳɼซ͓͞ΝึঁͤΖͪΌͶՁ͖حփΝ࣍ͮͱ͘ͱ
࢘ͮͱ͏Ζ๏ͺ͏Ή͖ͤɽʤ෵਼յ౶Նʥ

15ɿೋ௎͹೘ॶं΃͹ซ͓͞ΝึঁͤΖͪΌͶɼ͟ࢬઅͲ༽қ͢ͱՁ͖حփ
Ν࢘ͮͪ͞ͳ͍͗ΕΉ͖ͤɽʤ෵਼յ౶Նʥ
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16ɿ͟୴౲͹෨ॼͲ೘ॶं͹๏Ͷซ͓͞ΝึঁͤΖҐԾ͹حփ͹࣍ࢂΝ
 ͳ͍͗ΕΉ͖ͤɽʤ෵਼յ౶Նʥͪ͢͞ࢯے 

17ɿೋ௎͹೘ॶं͹ึ௎حૹ༽Ͳ͍͵ͪ͗໲ୌͳͣ״Ζ఼ͺՁͲ͖ͤɽ
ʤ෵਼յ౶Նʥ
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߶ྺं͹ೋ௎͗ղंޤͶ༫͓ΖӪڻ͹ࣰସ௒ࠬ͹ΉͳΌ

ଲে ̒ැݟ͹߶ྺंࢬઅ͹ղंޤʁյ౶ं਼885໌ʤ༁2000໌஦ʥ
৮झʁղޤෳ࢞ࢳɼղޤ৮ҽɼࢥޤ؅͹ॳͶଡ͖ͮͪɽ

݃Վ ̏ɿ୴౲೘ॶंͶଲͤΖׄ߻͹஦ԟ஍ͺɼ
ᶅೋ௎ͳࢧΚΗΖ೘ॶंʁ 22.2% (95%CI: 17.6-26.1)
ᶆ೟எ঳ͳࢧΚΗΖ೘ॶं: 92.0% (85.2-100)
ᶇೋ௎͖ͯ೟எ঳ͳࢧΚΗΖ೘ॶं: 22.2% (16.7-28.6)
ᶈྈं͹ۢพ͖͗ͯ͵͏೘ॶं: 5.1%(0-11.1)

̐ɿ೘ॶं͗࣍ͮͱ͘ͱ͏Ζ΍͹Ͳͺึ௎͗حଡ͏ʁ54%
̑ɿೋ௎Ͷͯ͏ͱࣘඕҼ޶ՌҫͶ૮஌ͪ͢͞ͳ͗ໃ͏ʁ85%
̒ɿೋ௎Ͷͯ͏ͱ૮஌Ͳ͘ΖࣘඕҼ޶Ռҫ͗͏͵͏ʁ67%

՟ୌ ࣘඕҼ޶Ռҫ͹ωʖθͺ୉͚͘ɼʹ͹Γ͑Ͷղ೘ͤΖ͖ʃ

߶ྺं͹ೋ௎ͶଲͤΖՊଔΏղंޤ΃͹ࢩԋͳ՟ୌ
̏ɿซ͓͗͞඲Ճ͠Ηͱ͏͵͏ɽ

ʀ௎ྙοΥρέϨηφͳ؈ҝద͵௎ྙࠬݗ

̐ɿซ͓͞͹ึঊ͍͗ΉΕ͠Ηͱ͏͵͏ɽ
ʀ௎ྙึঊحؽʤॄԽحɼึ௎ح͵ʹʥ͹෾ྪͳ࠸੖ཀྵ

̑ɿೋ௎ͳ೟எ঳͗ۢพͲ͘͵͏ɽ೟எ঳͹਒ߨΝཊ੏Ͳ͘͵͏͖ʃ
ʀ௎ְΝචགྷͳ͢͵͏೟எؽ೵ࠬݗ
ʀึ௎حʀ௎ְϨύϑϨτʖεϥϱͶΓΖ೟எ঳਒ߨཊ੏

̒ɿೋ௎Ͷଲ͢ͱʹ͑ͤΗͻΓ͏͖Κ͖Δ͵͏ɽ
ʀՊଔΏղंޤ΃͹ೋ௎ंଲԢϜωϣΠϩ
ʀҫྏं΃͹ೋ௎ਏྏ͹घӀ͘
ʀࣘඕҼ޶Ռҫ͹ࡑ୒Ώ߶ྺंࢬઅ΃͹Ԣऩ
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ྫ࿪5೧ౕ࿟ਕฯ݊݊ଁ߃਒౵ۂࣆ
ೋ௎߶ྺं͹૥غ൅ݡʀ૥غղ೘౵Ͷंܐؖͪ͜޴͹࿊ܠͶؖͤΖ௒ࠬۂࣆڂݜ
ʤ޲ਫ਼࿓ಉ঴࿟݊ۂࣆঁึۃ PwCαϱγϩτΡϱήʥ ܛௗʁ಼ీү࠴
ʰೋ௎߶ྺं͹૥غ൅ݡʀ૥غղ೘౵Ͷंܐؖͪ͜޴͹࿊ܠͶؖͤΖघӀ͘ʱ

ഥਮ6ফ২হ঵ু؟ਬऌभৰ஍ਙृ਄ੌभউট७५भਫ਼઒

̏ɿซ͓͞͹඲Ճ

̐ɿ௎ྙึঊحؽ͹෾ྪͳ࠸੖ཀྵ
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� Խ੢Ν༽͏ͥɼช࣊ͶΓΖࣖࢨΝಣΞͫ৏Ͳ՟ୌΝࣞܙ͑ߨ
ʤॶགྷ࣎ؔʁ10ʛ15෾ʥ       ंݗͺસ͚஽Δ͵͏ɽ
� ୉͘͏ช࣊ɼ΀Ε͗͵ɼ̏น̑ߨҐ಼ɼೋಣ͹࣊׿ͺඈ͜Ζɽ
̏ɿଊ࣎ىԳʤ1յ໪ʥʤ5ୱޢʁ఼̓ຮ఼ʥ
̐ɿଊ࣎ىԳʤ2յ໪ʥʤಋͣ5ୱޢΝౕ֮࠸೟ʁ5఼ຮ఼ʥ
̑ɿೖ࣎͹ݡ౲ࣟʤ఼̓ຮ఼ʥ
̒ɿ৖ॶ͹ݡ౲ࣟʤ఼̓ຮ఼ʥ
̓ɿඵժ/ ؔۯࢻ೟ࣟʤ2໲͹ܯ߻Ͳ൓ఈʥʤ5఼ຮ఼ʥ
̔ɿஙԈ࠸ਫ਼ʤ5ୱޢʁ఼̏ͯ̏ɼ఼̓ຮ఼ʥ
̕ɿWord Fluency / ஭қਲ਼ؽߨ೵ʤ໼ࡌʥ̎ʛ఼̓
̖ɿWord Fluency / ஭қਲ਼ؽߨ೵ʤKa͹෉͚ݶཁʥ̎ʛ఼̓

̑ɿೋ௎ͳ೟எ঳

(Okano T, Omori K, et al. J Alzheimers 2020) 

Խ੢Ͳ͹՟ୌ؜͗ࣖࢨΉΗΖ඲ՃऊౕͲೋ௎ं͹೟எؽ೵Νਜ਼֮Ͷ඲ՃͤΖ͹ͺࠖೋ

௎ְͶғଚ͢͵͏೟எؽ೵඲Ճऊౕ
ReaCT KyotoʤReading Cognitive Test Kyoto)

Aging and Cognitive Health Evaluation in Elders (ACHIEVE) study

• 70䡚84ṓ䛾ㄆ▱ᶵ⬟ṇᖖ䛺㞴⫈⪅䜢䚸⫈ぬ௓ධ⩌䛸ᑐ↷⩌䠄೺ᗣቑ㐍䜢ᢅ䛳䛯೺ᗣ
ၨⓎ䝥䝻䜾䝷䝮䠅䛻↓సⅭ๭௜䛡

• ᖺ1ᅇ䛾ㄆ▱ᶵ⬟ホ౯➼䛾㏣㊧䜢3ᖺ㛫⥅⥆

• 2018ᖺ1᭶䛻㛤ጞ䠈977ྡ䛜Ⓩ㘓

• ⡿ᅜᅜ❧⪁໬◊✲ᡤ(National Institute on Aging䠖NIA)䛾1,600୓䝗䝹䛾◊✲ຓᡂ஦ᴗ

(Lin FR, et al; ACHIEVE Collaborative Research Group. Lancet 2023)

ึ௎ح͹೟எؽ೵ఁԾΝཊ੏ͤΖްՎ

¾ સࢂՅंʤ977໌ʥͲͺึ௎܊حͳαϱφϫʖϩ܊͹ؔ͹೟எؽ೵Ͷ༙қࠫ͵͢
¾ ೟எ঳Ϩηέ͹߶͏ಊຼߙԿϨηέڂݜʤARICʥαϙʖφͲͺɼึ௎حղ೘Ͷ
ΓΕ3೧ޛ͹સൢద͵೟எؽ೵ఁԾ͗48ˍཊ੏ɽ஦Ͳ΍ޢݶ೵ྙͶ༙қ͵ްՎ͗
೟ΌΔΗͪɽ

̑ɿೋ௎ͳ೟எ঳
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ਙશ ফೡ ઇ୘ফਯ MMSE
ੂ൧ৎ

MMSE
1ফ৏

MMSE
 – 1ফ৏ق
ੂ൧ৎ)

୔ല岬峴
ଓലஓಎ৷
(N=18ق

੓ਙڳ
੬ਙ
11

82.2 12.6 24.2 24.5 0.3*

崛嵛崰嵕嵤嵓
ණ୔ല峔峁
(N=18ق

੓ਙڳ
੬ਙ
11

79.3 12.6 24 21.6 -2.4

*p<0.05 Two way ANOVA

• ึ௎حૹ༽Ν1೧ؔܩକͪ͢18ྭ
• ੓พ گү೧਼ ֋࢟࣎͹MMSE-JηαΠͲϜροϱήͪ͢ೋ௎͵͢18ྭ

ึ௎حૹ༽͗೟எؽ೵Ͷٶ·ͤӪڻ
̑ɿೋ௎ͳ೟எ঳

ึ௎ح͹ૹ༽ͺ12ϳ݆ޛ͹೟எؽ೵ఁԾΝ༙қͶཊ੏ͪ͢ɽ
(Okano T, Omori K, et al. Psychogeriatrics 2024) 

੬؟੓ ফೡ ઇ୘ফਯ MMSE
ੂ൧ৎ

ReaCT
ੂ൧ৎ

ଓലஓಎ৷
ଐ஀ණ
(N=11ق

8:3 82.2 13.3 24.9 28.9

ଓലஓಎ৷
ਂଐණ
(N=12ق

5:7 84.2 11.5 22.0 23.4*

ʀ෈ྒྷ܊Ͳͺɼ߶೧ྺɼگү೧ྺ͗୻͚ɼMMSEͲఁηαΠ͹ܑ޴
ʀReaCT Kyotoॵਏ࣎͹ηαΠͶ͕͏ͱɼึ௎حૹ༽ྒྷ܊޹ͳ෈ྒྷ
͹ർֳͲͺ༙қࠫΝ೟Όͪɽ܊

ʀึ௎ح͹ૹ༽ͺɼ೟எ೵ྙ͗ఁԾͤΖΆʹೋ͚͢͵Ζɽ

ึ௎حૹ༽͹੔൳

ʤlogistic regression analysis p=0.0315)

̑ɿೋ௎ͳ೟எ঳

ೋ௎ͳ೟எ঳͗ॵغ͹ஊ֌Ͳึ௎ح͹ૹ༽Ν֋࢟ͤΖ͞ͳ͗๮Ή͢͏ɽ
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ึ௎حʀ௎ְϨύϑϨτʖεϥϱ
ゝㄒ⫈ぬኈ䛜㟼ᐢୗ䛒䜛䛔䛿㞧㡢㈇Ⲵ䛷㏣ၐ䛾カ⦎䜢⾜䛖䚹
䠍ศ䛒䛯䜚䛾㏣ၐᩥ⠇ᩘ䜢ᩘ䛘䜛䚹

̑ɿೋ௎ͳ೟எ঳

ʤੋࢀ࿪େɼപഇ৵༺ɿAudiology Japan 2022ʥ

N = 100

ชহ௧঑܉࿇ͶΓΕ௧঑ིʤชઇ਼ʙ෾ʥ͗޴৏

ౕܲʀ஦౵ౕೋ௎͹ਏྏ͹घӀ͘
̎ɿͺͣΌͶ
ᶙɿ૱࿨

ౕܲʀ஦౵ౕೋ௎͹ఈٝɼೋ௎ं׳͹ਫ਼׈৏͹෈ཤӻ͵ʹΝ؜΋
ᶚɿ֦࿨
୊̏হ
1. ݊ਏ͹ݳয়

ʤ̏ʥָ݊ߏਏ
ʤ̐ʥ৮৖݊ਏ
ʤ̑ʥ߶ྺं݊ਏʤ݊ਏοΥρέϨηφ͵ʹΝ؜΋ʥ

2. ࠬݗ௎ְ͘΄͑ߨ
ʤ̏ʥඬ६९Խ௎ྙࠬݗ
ʤ̐ʥޢԽ௎ྙࠬݗ
ʤ̑ʥ෈չᮤ஍ࠬݗ
ʤ̒ʥͨ͹ଠ͹௎ְࠬݗʤΠϕϨΝ࢘༽ͪ͢௎ྙࣙހ଎ఈΝ؜΋ʥ

3. ਏஇͳ࣑ྏ
ʤ̏ʥ௎ྙրવ͗غଶͲ͘Ζ৖߻
ʤ̐ʥ௎ྙրવ͗غଶͲ͘͵͏৖߻

̒ɿೋ௎ं΃͹ଲԢ
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௎ྙࠬݗ஍Ν؜Ξͫυʖνϗʖη͹ߑ஛

ϨΠϩϭʖϩχυʖνࣞהճऀ͹
఑ͤڛΖుࢢΩϩτυʖνϗʖη
ʤබ໌ɼҫ༂඾ɼਏྏߨҟϪιϕ
φɼࠬݗ஍͵ʹʥ͗خ൭

અͶ͕͏ͱɼFINDEXऀ͕Γࢬ2
;ϨΨϱऀ͹෨໵εητϞ͖Δ௎
ՎΝபड़݃ࠬݗྙ

2012 ೧4 ݆ʛ2023 ೧1 ݆Ͷ௎ྙ
Ηͪ17,144 ໌ʤ͑͠ࢬࣰ͗ࠬݗ
ͬ௎ྙࠬݗΝ͹΄68,409 յࣰ
஛ߑυʖνιρφΝ༼ڂݜʥ͹ࢬ

̓ɿཀྵ૟ద͵εητϞ

ʤೖࣘඕҫྏDXWG2022-23 ʥࢦ਺ݬ౽

൭͹੖ඍخ຿͹௎ְ؇ཀྵ͹ͪΌ͹υζνϩࠅ

৿ਫ਼ࣉ௎ְηέϨʖ
ωϱήʤNIHS)

ௌଞࢤ
௎্ְ֒ࢩࣉԋ஦֫ؽ೵Ϡυϩۂࣆ

਼೧ޛ
බӅͲ͹௎ྙࠬݗ

ௌଞࢤ
ึૹ۫͵ʹ͹ঁ੔

ࠅ
ฯݧਏྏ

௎ྙͺυζνϩυʖνͳ͹༧߻੓͗߶͏͗ɼҫྏؖؽɼࢤௌଞɼ
ਕͶଲԢ͢ͱ͕Εໃମ͗ଡ͏ɽݺพͶݺΗͩΗͨ͗ࠅ

̓ɿཀྵ૟ద͵εητϞ
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Ϝ΢ψϱώʖ
͍Ζ͏ͺ
௎ְ؇ཀྵ༽ID
1234-5678-9012
฾ࢢघீ

৿ਫ਼ࣉ௎ְηέϨʖωϱή
ʤNIHS)
ӊ pass/refer
ࠪ pass/refer

Xࡂ AබӅ
ӊ ːː dB
ࠪ ːː dB
ਏݗ

Yࡂ BබӅ
ӊ ːː dB
ࠪ ːː dB

Ϝ΢ψϱώʖʤ௎ְ؇ཀྵ༽ID) 1234-5678-9012
NHS ӊ pass/refer ࠪ pass/refer
Xࡂ AබӅ ӊ ːː dB ࠪ ːː dB
Yࡂ BබӅ ӊ ːː dB ࠪ ːː dB
ࠬݗࢢɼҪఽࠬݗɼժ଀ࠬݗ೵ؽ
ึ௎حΏਕ಼ࣘ޽͹ϓΡρτΡϱήυʖν

͹ໃମΝ঴͚ࠬݗ
NHSɼึ௎حɼघढ़͹ղ೘қٝ
௎্ְ֒ࢩࣉԋ஦֫ؽ೵Ϡυϩ
߻౹ͳ͹ۂࣆ

൭͹੖ඍخ຿͹௎ְ؇ཀྵ͹ͪΌ͹υζνϩࠅ
̓ɿཀྵ૟ద͵εητϞ

ଉͳ͢ͱखΕૌ΋΄͘͞ͳݬ

̏ɿೋ௎͗ऀճਫ਼׈Ώ݊߃ௗथͶٶ·ͤӪڻ͹बஎబఊ
Ϩηέɼαϝϣωίʖεϥϱɼ௎ְϨύϑϨτʖεϥϱɼ೟எ঳਒ߨཊ੏

̐ɿ௎͘खΕΏ͚ͤͤΖحؽͳ͢ͱॄԽحͳึ௎ح͹ҩ͏
Κ͖ΕΏͤ͏ઈ໎

̑ɿ઒໵ҫͲ͍ΖࣘඕҼ޶Ռҫͳ͢ͱన઀͵ࣖࢨ
ౕܲʀ஦౵ౕೋ௎͹ਏྏ͹घӀ͘

ೖࣘඕ͖Δ͹߁ๅͳ൅৶

ʀࣘ͹ೖۂࣆ͹ݡ௜͢Ώໃྋݗਏ͹ࣰࢬ
ʀ࣑ࣙରͳ͹࿊ܠʁҲ෨Ϡυϩ͗ۂࣆ਒ߨ஦ɼޮඇঁ੔ͳึ௎ح૮஌ҫ
ʀࠅ຿͹қࣟրַΝͺ͖Ζʁࢤ຿໪તͲਫ਼ڧ؂׈͹నਜ਼Կ
ʀࠅ຿͹௎ְ؇ཀྵ͹ͪΌ͹υζνϩخ൭੖ඍ͹఑ݶ

ʤซ͓͞ΝगΖࣘඕҼ޶Ռʥ

ʤซ͓͞͹઒໵Պॄ஄ͳ͢ͱʥ

－72－



 <ikezono.tetsuo@1972.saitama-med.ac.jp>

  <system@orlsj.jp> 2025 2 3  9:31
To: ikezono.tetsuo@1972.saitama-med.ac.jp

4 (
https://rctportal.niph.go.jp/s/ )

1

https://x.gd/L3w1X

https://x.gd/gz95G

https://x.gd/co9Vn

https://x.gd/jSHvl

https://x.gd/bp1Pw

https://www.jibika.or.jp/modules/committees/index.php?content_id=15

shomu@jibika.or.jp

----------------------------------
 

 
108-0074 3-25-22

TEL: 03-3443-3085 3086  FAX: 03-3443-3037
Email: shomu@jibika.or.jp

2025/05/07 1:06   - 

https://mail.google.com/mail/u/0/?ik=5cde539ec9&view=pt&search=all&permmsgid=msg-f:1822994124568646060&simpl=msg-f:1822994124568646060 1/1

－73－



今後の会報誌あり方 WG  

日耳鼻会報に関するアンケート調査結果 

 

このたびの日耳鼻会報に関するアンケートへの回答にご協力いただきまして、ありがとうござ

いました。2024 年 11 月〜2025 年 1 月の回収結果を掲載いたします。今後の会報誌発行に反映

させていただきます。 
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グラフの項目（上から） 

・電子媒体でも困らないが広告収入のために紙

媒体は維持すべき（908） 

・広告収入はなくしても電子媒体に移行すべき

（学会からのお知らせ等はホームページ、メー

ルで配信）（771） 

・紙媒体でないと困る（770） 

・4号（総会予稿集）のみ紙媒体と併用で発行

する（422） 

－77－



 

グラフの項目（上から） 

・毎月でよい（875） 

・隔月でよい（1,388） 

・3 カ月ごとでよい（722） 
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グラフの項目（上から） 

・総説が多い方がよい（774） 

・原著が多いほうがよい（494） 

・同じくらいがよい（1,702） 

－79－



 

 

－80－



－81－



0%

10%

20%

30%

40%

7.8%

19.7%

31.0% 32.0%

9.4%

40

40 50

50 60

60 70

70

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

76.3%

23.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%
62.1%

2.8%
35.1%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

13.1%
12.3%

26.8%
29.3%

18.5% 5

5 10

10 20

20 30

30

－82－



0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%
68.9%

22.2%

7.4%
1.5%

6 10

11 30

31

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
79.5%

14.4%

5.1%
1.1%

6 10
11 30
31

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

89.4%

7.9%
2.1%

0.6%

6 10

11 30

31

－83－



0%

10%

20%

30%

40%

50%
48.7%

7.8%

2.9%
1.5%

39.1% 1 5

6 10

11 20

21

263

230

66

143

0 50 100 150 200 250 300

0%

10%

20%

30%

40%

50%
45.9% 50.0%

4.1%

808
643

128
69

52
60

201
118

29
175

0 500 1000

―
XP
CT
XP

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

32.2%

51.9%

10.8%
5.1%

PSG

PSG 

PSG

0%

10%

20%

30%

40%

50% 46.6%

15.6%

9.1%

28.6%

40

40-60

60-80

80%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%
28.6%

17.4%

10.4%

20.0%
23.0%

0.6%

0
622

322

141

546

354

360

0 100 200 300 400 500 600 700

－84－



0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

29.0%
5.1%

65.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
73.2%

29.2%

0.8%

1290

1034

707

384

1238

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

9.2%

90.8%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%
28.6%

16.4%

14.3%
13.6%

27.1%

10

10 20

20

0%

10%

20%

30%

40%

50%
45.8%

31.3%

11.5%
11.5%

0

1

3 5

27
9

15
18

8
14

17
13

5

0 5 10 15 20 25 30

1.

2.

3.

4.

5.

.

7.

8.

9.

－85－



38

39

11

5

8

0

3

0 01 02 03 40 50

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

11.9%

75.2%

12.8%

0%

10%

20%

30%

40%

14.2%

23.0%

14.2%

38.1%

10.6%

－86－



-101

OSA

SAS
AHI 40 CPAP

CPAP

SAS
CPAP

SAS

SAS CPAP

SAS

OSA

CPAP

－87－



TEIJIN

OSA PSG CPAP

OP k

BZ

BZ

CPAP

PSG
PSG

CPAP

CPAP OCST
CPAP

－88－



CPAP CPAP

CPAP

CPAP

c-pap

UPPP SAS

SRBD 1

sleep surgery
SRBD CPAP

OA PSG/OCST

CPAP

OSA OSA

 -
PSG D237 3-

D237 3-

PSG

－89－



PSG 1
PSG

PSG

PSG

PSG

PSG

PSG

full PSG

PSG REI40 OSA
PSG PSG

PSG
PSG PSG 1 1

PSG
PSG

PSG

SAS
SAS SAS

AHI40 CPAP 40 50 CPAP CPAP

AHI60 PSG 20 CPAP

CPAP

CPAP

PSG CPAP

CPAP OCST AHI40

P
S
G

－90－



cpap

cpap

CPAP 200

PSG 600 PSG

PSG

PSG

HNS

C-PAP

CPAP

OCST

PSG

RBC Hb SAS

－91－



2

QOL SAS

OSAS

CPAP

PPI PPI

CPAP

－92－



小児難聴教育体制WG 中間報告 

守本倫子、菅谷明子、中川尚志、麻生 伸、高野賢一、樫尾明憲、 

大津雅秀、石川浩太郎、西村忠己、太田有美、田中康広、野田哲平 

新生児聴覚検査体制整備、難聴児の長期的フォローを円滑に進めるための中核機能体制整
備など行政、教育・療育と医療との連携を模索していく中で、すべての自治体に等しく小
児難聴を診療できる医師を育成してくことが必要である。現在新生児聴覚検査後の精密検
査施設として、精密検査機関や二次聴力検査機関が 2 年ごとに見直されているが、少なく
ともその施設には最低 1 人は小児難聴について相談できる医師がいることが望ましい。本
WG では当初、こうした施設の医師に小児難聴について詳しく学んでもらうための「小児
難聴相談医制度」を立ち上げることを目的としていた。しかしその前に小児難聴を診療し
ている、またはこれから勉強したいと思っている若手医師を多く育成することから取り組
むことにし、小児難聴教育体制ＷＧと名称を変更することにした。まず「小児難聴診療の
手引き」テキストを作成し、今後これを用いて学会および地域での勉強開催や、e-learning
などでの教育を行っていくことを検討している。また「相談医制度」の在り方や制度設計
なども議論していく予定である。 

令和 6 年度 「小児難聴相談医制度」検討開始 
乳幼児委員会委員、日本耳科学会、日本聴覚医学会、日本小児耳鼻咽喉科学会から推薦さ
れた代表者にて意見交換を行い、若手医師の育成、相談医制度の 2 段階で検討を行うこと
とし、「小児難聴診療の手引き」作成 
令和 7 年 1 月 全国会議にて公表し、全国の乳幼児医療委員からパブリックコメント募集 
令和 7 年 3 月 日耳鼻 学術委員会に査読依頼 
査読終了後 日耳鼻ＨＰにＰＤＦを掲載予定 
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執筆担当者 一覧 

麻生 伸       みみはなのど・あそうクリニック 院長 

石川 浩太郎 国立障害者リハビリテーションセンター病院 副院長 

太田 有美 国立病院機構大阪医療センター 耳鼻咽喉科・頭頸部外科 医長 

大津 雅秀 兵庫県立こども病院 耳鼻咽喉科部長および耳鼻咽喉科科長 

樫尾 明憲 東京大学 耳鼻咽喉科・頭頸部外科 准教授 

菅谷 明子 岡山大学学術研究院医歯薬学域 耳鼻咽喉・頭頸部外科学 講師 

高野 賢一 札幌医科大学 耳鼻咽喉科 教授  

田中 康広 獨協医科大学埼玉医療センター 耳鼻咽喉科 主任教授 

中川 尚志 九州大学大学院医学研究院 耳鼻咽喉科学分野 教授 

西村 忠己 奈良県立医科大学 耳鼻咽喉・頭頸部外科 めまい・難聴センター 病院教授 

野田 哲平 九州大学大学院医学研究院 耳鼻咽喉科学分野 助教 

兵庫 美砂子 耳鼻咽喉科ひょうごクリニック 院長 

守本 倫子 国立成育医療研究センター 小児外科系専門診療部耳鼻咽喉科 診療部長 

山岨 達也 東京大学 耳鼻咽喉科・頭頸部外科 名誉教授 /東京逓信病院 病院長 

監修 令和 6－7年度 日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会 福祉医療乳幼児委員会 
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補聴器WG 

WG メンバー 

座長：中川尚志 

常任委員：大滝一、羽藤直人、石川浩太郎、香取幸夫 

目的 

昨期より着手されている、中高年者に加齢性難聴とそのリスクを啓発し、聴覚検査を実施し

て適切な補聴を行うことを汎化するための活動で生じた課題について対応する。 

昨期は補聴器に関係する複数のWGが独自で開催されていたものをひとつにまとめ、固

定した者でなく、テーマによって適切な委員を選ぶように体制を変更した。補聴器診

療に関する活動は福祉医療委員会成人老年に紐付け、報告するようにし、独自の動き

をしないようにガバナンスをもうけた。これによりそれぞれのWGの基本方針が統一さ

れるようになった。 

 作成途中だった補聴器診療の手引きを完成させ、各地方部会の補聴器キーパーソ

ンに説明するとともに会員に周知した。（資料1）

 補聴器販売店協会の依頼を受け、認定補聴器販売店より耳鼻咽喉科医師向けの情

報提供書の作成に協力した。（資料2）

 「新しい聴覚障害および難聴に関するWHO決議支援活動」に協力した。日本が提案

国のひとつとなった。（資料3）

 新しい聴覚保障の機器であるAirPodsPRO2が家庭用医療機器として日本で発売され

ることに備え、オールジャパンプロジェクトチームの「補聴器・ヒアリング補助

機器を大まかに4つに分けた比較表」作成に協力した。（資料4：池園哲郎先生文

責）

 第38回日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会秋季大会で補聴器工業会、補聴器販売店協

会に依頼し、機器展示のブースを集め、第一会場の前で会員が直接補聴器に触れ

るようにする機会を設けた。

 公表することを目的とし、補聴器診療ができる医療機関の調査を開始した。
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自院で補聴器外来を行っている場合
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◇両耳と片耳では、「言葉の聞き取り」「雑音下の聞き取り」「方向感」に大きな差が
あり、両耳装用により補聴器の音量を小さくすることができます。
◇軽度難聴の両耳装用は、快適な装用感が望まれることからフィッテ
ィングの難易度が高くなることがあります。その他、一側難聴の患
側装用など調整に難渋する場合もあります。その場合は補聴器相談
医や補聴器適合検査可能な医療機関への紹介をご検討ください。

◇聞こえづらさに対する共感が重要。
◇補聴器は聞こえのリハビリテーションです。
◇第一印象で補聴器をあきらめず、最低数週間は装用を継続してください。
◇慣れることで補聴器の活用範囲が広がっていきます。

　補足⑤の通り中等度以上の難聴患者さんに対して
は補聴器装用のメリットが特に高いことが報告され
ています。500-4000Hz の平均聴力レベルで 40dB 以
上の場合は、補聴器装用を提案してみましょう。（オ
ージオグラムに参考記載されている３分法や４分法
で代用して頂いても構いません。）
　４分法 70dB 以上の場合や最高語音明瞭度が 50％
以下の場合は身体障害者認定を行うことで、補装具
費の給付を受けることができますので、必ず障害者
認定を提案しましょう。
　また、70dB 以上の場合人工内耳の適応になることもあります。成人に対する適応基準（抜粋）は【裸
耳での平均聴力レベルが 90dB 以上の感音難聴】もしくは【平均聴力レベルが 70dB 以上 90dB 未満、
かつ補聴器装用下の最高語音明瞭度が 50％以下の感音難聴】です。
　詳細は日耳鼻HPの『成人人工内耳適応基準（2017）』をご参照ください。

資料① 補聴器提案の基準について

補聴器提案の基本は
　「ご本人が日常生活で聞こえに不自由を感じていること」

中等度以上の難聴患者さんには補聴器を提案してみましょう

軽度難聴や部分的な難聴であっても、
　　生活のなかで聞き取りづらさを感じている場合は、

補聴器装用を提案してみましょう

手術などの治療により改善が見込める場合はまず治療を検討しましょう

説明ポイントをまと
めた患者さんにお渡
しする資料をお役立
てください。

Firs
t St
ep

Nex
t St
ep

補聴器提案の際のポイント

紹介先リスト
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◇文書作成料が徴収可能です。（保険でカバーされる診療情報提供料（B009、B010）ではなく、診断
書などと同様に自費での負担となります）

◇補聴器相談医ではない医師が補聴器販売店への情報提供を行う際は「補聴器適合の
依頼書」をご活用ください。

◇「補聴器適合の依頼書」では税控除を受けることができません。補聴器相談医との連携が可能な場
合は補聴器相談医へ紹介のうえで、補聴器適合を行うことをご検討ください。

◇補聴器購入に関する助成事業を行っている自治体があります。補聴器販売店協会の
「自治体における補聴器助成事業実施状況」をご参照ください。

◇日耳鼻として補聴器の効果測定を実施している認定補聴器専門店の認定補聴器技能者との連携強化
を進めています。
◇購入決定前に一定の試聴期間をとり、その間に調整を行うことにより、医師が装用状態に関して評
価し関与することが可能となります。よって次回診察（約１か月後）までの間、試聴を行うことが
できる店舗との連携を推奨いたします。

資料② 認定補聴器専門店への紹介

◇補聴器適合に関する診療情報提供書（2018）は補聴器の新規適合、更新、使用機種の再適合、装用
耳変更、修理などの際に補聴器販売店に向けて補聴器相談医が記入する情報提供書です。受け取っ
た補聴器技能者には報告書作成の義務が発生します。
◇日耳鼻 HP（右記 QR コード）よりダウンロード可能です。本提供書に関する Q&A
も掲載されておりますので詳細につきましてはそちらをご確認ください。
◇補聴器相談医が記載し交付することにより、補聴器の購入費用が医療費として控除
の対象となることがあります。

診療情報提供書２ページ目５項「難聴・補聴器に関する情報」の『医師
等による診断や治療を受けるために直接必要』というチェックボックス
があり、こちらにチェックが入っていることが控除の条件となります。

3

QR

2018

2018

HP QR
Q&A

B009, B010

QR

3

QR

2018

2018

HP QR
Q&A

B009, B010

QR

3

QR

2018

2018

HP QR
Q&A

B009, B010

QR

『補聴器適合に関する診療情報提供書（2018）』と『補聴器適合の依頼書』について

認定補聴器専門店について
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◇補聴器購入後に装用のしかた、音道の耳垢づまりなど様々な問題が発生することがあります。聴力
検査を含め定期的にフォローアップを行いましょう。
◇補聴器再調整が必要な場合は補聴器販売店に情報提供を行い、調整を促しましょう。
◇特に高齢者では問題が発生することが多いため、高齢者には数か月ごと、若年者には半年～１年ご
とのフォローアップを提案しましょう。

◇認定補聴器専門店への紹介後、試聴期間（１か月から３か月程度）中に再診をするように促してく
ださい。
◇再診の際には補聴器販売店からの報告書を持参するように患者さんに促してください。
◇患者さんが補聴器に満足されない場合、可能であれば認定補聴器技能者と議論しましょう。認定補
聴器技能者の方は、補聴器に関わる経験が豊富であることが多いため、技能者から学びながら、不
満足な理由を探ることにも大きな価値があります。技能者の視点と医師の視点から不満足な原因を
追求してください。複数の視点が解決策を見出すことは少なくありませんし、不満足な理由には医
学的背景が関与していることも少なくありません。
◇試聴の期限（３か月程度）を設定し、その期間内に解決しなければ購入を見合わせて、
補聴器診療を専門的に扱っている医療機関に紹介しましょう。紹介先については日
耳鼻会員マイページから都道府県ごとの紹介先リストをお役立てください。

資料③ 試聴中（購入前）の診察

資料④ 補聴器購入後に必要なフォローアップ

◇６か月から１年ごとの定期的な聴力のフォローアップを提案しましょう。
◇患者さんに聴力検査結果をお渡しすることで、自身の聴力に関して理解をして頂くことも大切です。
聴力検査結果に関して自己管理するための無料のアプリケーション（きこえノート）を提案するこ
ともご検討ください。

資料⑤ 補聴器提案に該当しない場合や
補聴器を希望しない場合

4

QR

1

6

GW DL
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資料⑥ 補聴器適合検査ができない補聴器外来に
おける補聴器装用効果の評価

◇補聴器特性装置を用いて算出した補聴器特性、挿入利得算出のための補正値、オージオグラムの結
果を用いて、装用時閾値の推定を行うことができます。
◇詳細は補聴器適合検査の指針（2010）のⅢの第４項（p.720-723）をご参照ください。
◇会話に必要な平均聴力レベルは小声の会話は 25dB HL、普通の会話は 35dB HL が目
安と報告されていますが、決して装用閾値をそのレベルまであげることにこだわる
必要はありません。
◇装用閾値はハーフゲインと呼ばれる 250Hz から 4000Hz までの裸耳閾値の半分を目標とする方法が
多く用いられていますが、初期調整からハーフゲインを目指すと不快感により装用を継続すること
ができませんので、７割程度から開始し徐々に利得を増加していくことが推奨されます。

補聴器特性図とオージオグラムを用いた利得・装用閾値の算出方法

◇HHIA（Hearing Handicap Inventory for Adults)、HHIE（Hearing Handicap Inventory for the
Elderly）、きこえについての質問紙 2002 が一般的に活用されており、補聴器装用前と装用後で評価
を行うことにより難聴が生活に及ぼす影響の変化を定量することができる。

質問紙による評価

◇認定補聴器専門店では補聴器装用効果測定のための設備を整備していることが定められています。
試聴中に店舗での装用効果測定を実施し、その結果を用いて調整を行いましょう。満足のいく装用
状態が実現できない場合は複数回実施することが必要です。
◇患者さんが補聴器に満足されていない場合、資料③と同様に認定補聴器技能者と議論しましょう。
◇期限（３か月程度）を設定して解決しなければ購入を見合わせて、補聴器診療を専
門的に扱っている医療機関に紹介しましょう。紹介先については日耳鼻マイページ
から都道府県ごとの紹介先リストをお役立てください。

販売店での装用効果測定

11

(2010) (p.720-723)

25 dB HL
35 dB HL

250Hz 4000Hz

7

HHIA (Hearing Handicap Inventory for Adults) HHIE Hearing Handicap Inventory
for the Elderly 2002

QR
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言語を用いたコミュニケーションにおいては純音聴力レベルのみならず語音弁別能が非常に大切で
す。保険請求可能な検査としては D244-2 語音聴力検査 350 点が挙げられますが、必ずしもすべての
医療機関において施行可能とはなっておりません。患者さんの状態を診断するため、また身体障害者
等級の判定においても活用する必要があります。
　大阪府耳鼻咽喉科医会により作成された語音聴力検査に関する解説動画では、検査の
目的および実際に検査を始めるにあたっての注意点がまとめられていますので、今後検
査の整備を検討される場合は、是非ご参考にして頂ければ幸いです。

補足① 語音聴力検査について

　言語聴覚士は 1997 年に国家資格として制定され、「話す」「聞く」「食べる」を支援するリハビリテ
ーション専門職で、資格取得には聴覚障害学の履修が必須です。現在の有資格者は全国に約 4 万人で
すが、聴覚障害を専門にしている有資格者は少なく、
2000 人程度です。
　補聴器臨床における言語聴覚士の役割は、各種聴
覚検査および補聴器適合検査の実施、その結果に基
づく補聴器の選定や調整、さらに補聴器の限界を補
うコミュニケーション指導、家族や周囲の環境調整
など多岐にわたり、言語聴覚士の専門性はクリニッ
ク・病院における聴覚診療および補聴器診療の質の
向上に寄与します。
　補聴器相談医、認定補聴器専門店・認定補聴器技
能者、言語聴覚士の３者がチームとなって補聴器診
療を推進することが、難聴患者さんにおける補聴器
満足度の向上のために非常に重要であると考えられ
ます。

補足② 言語聴覚士について

　通信販売などでも入手可能な集音器は、入手の容易さや低価格などの理由から普及が進んでいます。
一方で、聴力にあった繊細な調整ができないことや音響外傷のリスクから積極的にお勧めしていませ
ん。ただし、会議の時だけ使いたいような機会装用を考えている方や、価格面から補聴器装用に至ら
なかった方には、自己責任のもとで認めるのは一法かもしれません。その場合も適切な集音器選択に
関して、特に最大出力音圧が過大なものを避けるようにアドバイスをすることも大切です。

補足③ 補聴器と集音器

4

5

D244-2 350

1997

4 2000

※注　厚生労働省補助事業『補聴器販売者の技能向上研修等事業』website より

集音器 補聴器
聴力に応じた調整 不可（ボリューム調整のみ） 周波数毎の繊細な調整が可能

価　格 安　価 高価（5-70 万円程度※注）
調整、測定に要する人件費、設備費を含む

音響外傷のリスク あり（最大出力音圧の設定による） 認定補聴器技能者が対応すれば無いはず
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　純音聴力検査や語音聴力検査の結果は一見正常ですが、騒音下や複数人数の会話で「聞きたい言葉
が聞きとれない」といった「聞きづらさ」を自覚されている方は、聞き取り困難症 / 聴覚情報処理障
害（LiD/APD）と診断されることがあります。主に中枢での聴覚の情報処理に原因があるとされて
きましたが、「聞きづらさ」の状況は人によって異なります。最近では聴覚中枢の問題だけでなく、
広く注意・言語の問題を含めて「聞き取り困難症」という表現も使われるようになりました。
　具体的な対応としては、周囲環境の調整、騒音抑制機能付きデジタル耳栓、マイクとワイヤレスで
つながった補聴器（補聴援助システム）などが挙げられます。

　（協力：大阪公立大学 耳鼻咽喉科 阪本浩一）

補足④ 聞き取り困難症 /聴覚情報処理障害
（LiD/APD）

　文献を参考にして患者さんに伝わりやすいメッセージを作成致しました。
　正確な内容に関しましては文献をご参照ください。

補足⑤ 患者説明に使えるエビデンス

5

難聴はたとえ軽度であってもQoL の低下原因となる！

― Chia EM, et al. Ear Hear. 2007 PMID: 17496670

中等度～重度の難聴は認知症になりやすい。補聴器が認知症予防につながる！

― Huang AR, et al. JAMA. 2023 PMID: 36625819

補聴器を勧められなければ補聴器をつけようとは思わない！

― Franks I, et al. Int J Audiol. 2023 PMID: 37870394

中等度難聴以上で難聴の自覚があれば補聴器を勧めるべし！

― Meyer C, et al. Int J Audiol. 2012 PMID: 22256793

中等度以上の成人難聴者は補聴効果が最も高い！

― Guidelines for hearing aids and services for developing countries.
　 World Health Organization (WHO) September 2004, 2nd ed

軽度～中等度難聴者が補聴器を装用すると
他者との会話がスムーズになり、社会参加も増え、QoL が上がる！

― Ferguson MA et al. Cochrane Database Syst Rev. 2017 PMID: 28944461
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　本マニュアルは聞き取りづらさを訴えて耳鼻咽喉科を受診された患者さんに対する補聴器診療を中
心とした初期対応マニュアルです。
　本マニュアルを介して補聴器診療に関しまして興味を持って頂き、補聴器に関連した診療にご参画
頂くとともに、さらに理解を深めて頂くきっかけにして頂ければ幸いです。詳細に関しましては以下
の講習会・講演会や書籍がご参考になるかと存じます。どうぞよろしくお願いいたします。

日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会　福祉医療サマーセミナー
日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会　秋季大会における補聴器相談医講習
日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会　各地方部会における補聴器相談医講習
日本聴覚医学会　聴力測定技術講習会、補聴器講習会、聴覚医学・医師講習会
各地方における補聴器フォーラム　　　など

日本聴覚医学会　補聴器適合検査の指針（2010）
補聴器フィッティングと適応の考え方　小寺一興著　　　など

日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会　難聴啓発特命プロジェクトチーム
　　　和佐野浩一郎、吉田忠雄、白井杏湖
日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会
　広報委員会
　　　水足邦雄、高橋真理子
　福祉医療・成人老年委員会
　　　石川浩太郎、柘植勇人、樫尾明憲
日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会
　　　村上信五理事長、大森孝一副理事長、欠畑誠治理事、
　　　香取幸夫理事、中川尚志
日本耳鼻咽喉科臨床医会
　　　福與和正会長、川嵜良明副会長、野上兼一郎副会長、
　　　藤岡治副会長、麻生伸理事

＜制作・編集＞

＜制作協力＞

＜アドバイザー＞

最後に

6

講習会・講演会

参 考 書 籍

●Windows コンピュータ
内蔵カメラもしくはウェブカメラ接続
　　⇒『カメラ』アプリ

　（Windows 標準搭載）起動
⇒右側バーで『バーコード』選択
⇒QRコード読み取り

●タブレット端末やApple 社製コンピュータ
QRコード読み取りアプリをインストール
⇒内蔵カメラまたはウェブカメラで読み取り

※QRコードをコンピュータやタブレット端末で読む方法

フローチャートデザイン：STUDIO BIUM　　本文デザイン・印刷：株式会社朝陽会
発行日　2024 年 5 月 31 日
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認定補聴器専門店：テクノエイド協会が定めた補聴器フィッティングに必要な
設備基準をクリアした店舗

認定補聴器技能者：同協会が補聴器に関わる基準以上の知識や技能を持つこと
を認定して付与する資格

算定対象：人工内耳植込術を行った患者、伝音性難聴で両耳の聴力レベルが 60dB 以上の場合、混合
性難聴又は感音性難聴の患者

算定回数：人工内耳植込術を行った患者については月１回その他の患者については年１回に限って算
定可能

点　　数：420 点（人工内耳植込術を行った日から起算して３月以内は 500 点）
施設基準（抜粋）：人工内耳植込術の施設基準、もしくは５年以上の耳鼻咽喉科の診療経験を有する
耳鼻科常勤医１名以上

　　　厚生労働省「補聴器適合判定医師研修会」や日耳鼻「「補聴器相談医」委嘱のための講習会（秋
季大会、地方部会）」を修了した医師であることが望ましい

関連する項目に関するQ＆A
Ｑ 認定補聴器専門店と認定補聴器技能者とは

Ｑ B001-14 高度難聴指導管理料の算定について

点　　数：１回目 1,300 点（月 1回に限り）、２回目以降 700 点　月２回に限り算定可能
施設基準（抜粋）：厚生労働省主催補聴器適合判定医師研修会を修了した耳鼻科常勤医１名以上
　　次に掲げる装置・器具を常時備えていること。
　　　　音場での補聴器装着実耳検査に必要な機器並びに装置
　　　　騒音・環境音・雑音などの検査用音源又は発生装置
　　　　補聴器周波数特性測定装置

Ｑ D244-2 補聴器適合検査の算定について

６級：両耳の聴力レベルが 70dB 以上、または一側耳の聴力
レベルが 90dB 以上、他側耳の聴力レベルが 50dB 以上

４級：両耳の聴力レベルが 80dB 以上、または両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が 50％以下
３級：両耳の聴力レベルが 90dB 以上
２級：両耳の聴力レベルがそれぞれ 100dB 以上
※聴力レベル算出法：４分法（500Hz 閾値＋2×1000Hz 閾値＋2000Hz 閾値）/4
　（平均値算出に当たり 105dB 以上の閾値はすべて 105dB として計算します）

ご不明な点がございましたら日耳鼻事務局（shomu@jibika.or.jp）へお問い合わせください。

Ｑ 身体障害者障害程度等級（聴覚障害）
基準を満たす場合は必ず、患者さん
に身障の申請の提案をしましょう

8

Q A

B001-14

60dB

420 500

D244-2

1,300 1 700

70 dB
90 dB 50 dB

80 dB
50 %

90 dB
100 dB

500Hz 1000Hz 2000Hz
105 dB 105 dB

(shomu@jibika.or.jp)

都道府県別リスト
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自院で補聴器外来を行っていない場合
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◇両耳と片耳では、「言葉の聞き取り」「雑音下の聞き取り」「方向感」に大きな差が
あり、両耳装用により補聴器の音量を小さくすることができます。
◇軽度難聴の両耳装用は、快適な装用感が望まれることからフィッテ
ィングの難易度が高くなることがあります。その他、一側難聴の患
側装用など調整に難渋する場合もあります。その場合は補聴器相談
医や補聴器適合検査可能な医療機関への紹介をご検討ください。

◇聞こえづらさに対する共感が重要。
◇補聴器は聞こえのリハビリテーションです。
◇第一印象で補聴器をあきらめず、最低数週間は装用を継続してください。
◇慣れることで補聴器の活用範囲が広がっていきます。

　補足⑤の通り中等度以上の難聴患者さんに対して
は補聴器装用のメリットが特に高いことが報告され
ています。500-4000Hz の平均聴力レベルで 40dB 以
上の場合は、補聴器装用を提案してみましょう。（オ
ージオグラムに参考記載されている３分法や４分法
で代用して頂いても構いません。）
　４分法 70dB 以上の場合や最高語音明瞭度が 50％
以下の場合は身体障害者認定を行うことで、補装具
費の給付を受けることができますので、必ず障害者
認定を提案しましょう。
　また、70dB 以上の場合人工内耳の適応になることもあります。成人に対する適応基準（抜粋）は【裸
耳での平均聴力レベルが 90dB 以上の感音難聴】もしくは【平均聴力レベルが 70dB 以上 90dB 未満、
かつ補聴器装用下の最高語音明瞭度が 50％以下の感音難聴】です。
　詳細は日耳鼻HPの『成人人工内耳適応基準（2017）』をご参照ください。

資料① 補聴器提案の基準について

補聴器提案の基本は
　「ご本人が日常生活で聞こえに不自由を感じていること」

中等度以上の難聴患者さんには補聴器を提案してみましょう

軽度難聴や部分的な難聴であっても、
　　生活のなかで聞き取りづらさを感じている場合は、

補聴器装用を提案してみましょう

手術などの治療により改善が見込める場合はまず治療を検討しましょう

説明ポイントをまと
めた患者さんにお渡
しする資料をお役立
てください。

Firs
t St
ep

Nex
t St
ep

補聴器提案の際のポイント

紹介先リスト
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◇文書作成料が徴収可能です。（保険でカバーされる診療情報提供料（B009、B010）ではなく、診断
書などと同様に自費での負担となります）

◇補聴器相談医ではない医師が補聴器販売店への情報提供を行う際は「補聴器適合の
依頼書」をご活用ください。

◇「補聴器適合の依頼書」では税控除を受けることができません。補聴器相談医との連携が可能な場
合は補聴器相談医へ紹介のうえで、補聴器適合を行うことをご検討ください。

◇補聴器購入に関する助成事業を行っている自治体があります。補聴器販売店協会の
「自治体における補聴器助成事業実施状況」をご参照ください。

◇日耳鼻として補聴器の効果測定を実施している認定補聴器専門店の認定補聴器技能者との連携強化
を進めています。
◇購入決定前に一定の試聴期間をとり、その間に調整を行うことにより、医師が装用状態に関して評
価し関与することが可能となります。よって次回診察（約１か月後）までの間、試聴を行うことが
できる店舗との連携を推奨いたします。

資料② 認定補聴器専門店への紹介

◇補聴器適合に関する診療情報提供書（2018）は補聴器の新規適合、更新、使用機種の再適合、装用
耳変更、修理などの際に補聴器販売店に向けて補聴器相談医が記入する情報提供書です。受け取っ
た補聴器技能者には報告書作成の義務が発生します。
◇日耳鼻 HP（右記 QR コード）よりダウンロード可能です。本提供書に関する Q&A
も掲載されておりますので詳細につきましてはそちらをご確認ください。
◇補聴器相談医が記載し交付することにより、補聴器の購入費用が医療費として控除
の対象となることがあります。

診療情報提供書２ページ目５項「難聴・補聴器に関する情報」の『医師
等による診断や治療を受けるために直接必要』というチェックボックス
があり、こちらにチェックが入っていることが控除の条件となります。

3

QR

2018

2018

HP QR
Q&A

B009, B010

QR

3

QR

2018

2018

HP QR
Q&A

B009, B010

QR

3

QR

2018

2018

HP QR
Q&A

B009, B010

QR

『補聴器適合に関する診療情報提供書（2018）』と『補聴器適合の依頼書』について

認定補聴器専門店について
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◇補聴器購入後に装用のしかた、音道の耳垢づまりなど様々な問題が発生することがあります。聴力
検査を含め定期的にフォローアップを行いましょう。
◇補聴器再調整が必要な場合は補聴器販売店に情報提供を行い、調整を促しましょう。
◇特に高齢者では問題が発生することが多いため、高齢者には数か月ごと、若年者には半年～１年ご
とのフォローアップを提案しましょう。

◇認定補聴器専門店への紹介後、試聴期間（１か月から３か月程度）中に再診をするように促してく
ださい。
◇再診の際には補聴器販売店からの報告書を持参するように患者さんに促してください。
◇患者さんが補聴器に満足されない場合、可能であれば認定補聴器技能者と議論しましょう。認定補
聴器技能者の方は、補聴器に関わる経験が豊富であることが多いため、技能者から学びながら、不
満足な理由を探ることにも大きな価値があります。技能者の視点と医師の視点から不満足な原因を
追求してください。複数の視点が解決策を見出すことは少なくありませんし、不満足な理由には医
学的背景が関与していることも少なくありません。
◇試聴の期限（３か月程度）を設定し、その期間内に解決しなければ購入を見合わせて、
補聴器診療を専門的に扱っている医療機関に紹介しましょう。紹介先については日
耳鼻会員マイページから都道府県ごとの紹介先リストをお役立てください。

資料③ 試聴中（購入前）の診察

資料④ 補聴器購入後に必要なフォローアップ

◇６か月から１年ごとの定期的な聴力のフォローアップを提案しましょう。
◇患者さんに聴力検査結果をお渡しすることで、自身の聴力に関して理解をして頂くことも大切です。
聴力検査結果に関して自己管理するための無料のアプリケーション（きこえノート）を提案するこ
ともご検討ください。

資料⑤ 補聴器提案に該当しない場合や
補聴器を希望しない場合

4

QR

1

6

GW DL
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言語を用いたコミュニケーションにおいては純音聴力レベルのみならず語音弁別能が非常に大切で
す。保険請求可能な検査としては D244-2 語音聴力検査 350 点が挙げられますが、必ずしもすべての
医療機関において施行可能とはなっておりません。患者さんの状態を診断するため、また身体障害者
等級の判定においても活用する必要があります。
　大阪府耳鼻咽喉科医会により作成された語音聴力検査に関する解説動画では、検査の
目的および実際に検査を始めるにあたっての注意点がまとめられていますので、今後検
査の整備を検討される場合は、是非ご参考にして頂ければ幸いです。

補足① 語音聴力検査について

　言語聴覚士は 1997 年に国家資格として制定され、「話す」「聞く」「食べる」を支援するリハビリテ
ーション専門職で、資格取得には聴覚障害学の履修が必須です。現在の有資格者は全国に約 4 万人で
すが、聴覚障害を専門にしている有資格者は少なく、
2000 人程度です。
　補聴器臨床における言語聴覚士の役割は、各種聴
覚検査および補聴器適合検査の実施、その結果に基
づく補聴器の選定や調整、さらに補聴器の限界を補
うコミュニケーション指導、家族や周囲の環境調整
など多岐にわたり、言語聴覚士の専門性はクリニッ
ク・病院における聴覚診療および補聴器診療の質の
向上に寄与します。
　補聴器相談医、認定補聴器専門店・認定補聴器技
能者、言語聴覚士の３者がチームとなって補聴器診
療を推進することが、難聴患者さんにおける補聴器
満足度の向上のために非常に重要であると考えられ
ます。

補足② 言語聴覚士について

　通信販売などでも入手可能な集音器は、入手の容易さや低価格などの理由から普及が進んでいます。
一方で、聴力にあった繊細な調整ができないことや音響外傷のリスクから積極的にお勧めしていませ
ん。ただし、会議の時だけ使いたいような機会装用を考えている方や、価格面から補聴器装用に至ら
なかった方には、自己責任のもとで認めるのは一法かもしれません。その場合も適切な集音器選択に
関して、特に最大出力音圧が過大なものを避けるようにアドバイスをすることも大切です。

補足③ 補聴器と集音器

5

D244-2 350

1997

4 2000

※注　厚生労働省補助事業『補聴器販売者の技能向上研修等事業』website より

集音器 補聴器
聴力に応じた調整 不可（ボリューム調整のみ） 周波数毎の繊細な調整が可能

価　格 安　価 高価（5-70 万円程度※注）
調整、測定に要する人件費、設備費を含む

音響外傷のリスク あり（最大出力音圧の設定による） 認定補聴器技能者が対応すれば無いはず
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　純音聴力検査や語音聴力検査の結果は一見正常ですが、騒音下や複数人数の会話で「聞きたい言葉
が聞きとれない」といった「聞きづらさ」を自覚されている方は、聞き取り困難症 / 聴覚情報処理障
害（LiD/APD）と診断されることがあります。主に中枢での聴覚の情報処理に原因があるとされて
きましたが、「聞きづらさ」の状況は人によって異なります。最近では聴覚中枢の問題だけでなく、
広く注意・言語の問題を含めて「聞き取り困難症」という表現も使われるようになりました。
　具体的な対応としては、周囲環境の調整、騒音抑制機能付きデジタル耳栓、マイクとワイヤレスで
つながった補聴器（補聴援助システム）などが挙げられます。

　（協力：大阪公立大学 耳鼻咽喉科 阪本浩一）

補足④ 聞き取り困難症 /聴覚情報処理障害
（LiD/APD）

　文献を参考にして患者さんに伝わりやすいメッセージを作成致しました。
　正確な内容に関しましては文献をご参照ください。

補足⑤ 患者説明に使えるエビデンス
難聴はたとえ軽度であってもQoL の低下原因となる！

― Chia EM, et al. Ear Hear. 2007 PMID: 17496670

中等度～重度の難聴は認知症になりやすい。補聴器が認知症予防につながる！

― Huang AR, et al. JAMA. 2023 PMID: 36625819

補聴器を勧められなければ補聴器をつけようとは思わない！

― Franks I, et al. Int J Audiol. 2023 PMID: 37870394

中等度難聴以上で難聴の自覚があれば補聴器を勧めるべし！

― Meyer C, et al. Int J Audiol. 2012 PMID: 22256793

中等度以上の成人難聴者は補聴効果が最も高い！

― Guidelines for hearing aids and services for developing countries.
　 World Health Organization (WHO) September 2004, 2nd ed

軽度～中等度難聴者が補聴器を装用すると
他者との会話がスムーズになり、社会参加も増え、QoL が上がる！

― Ferguson MA et al. Cochrane Database Syst Rev. 2017 PMID: 28944461
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　本マニュアルは聞き取りづらさを訴えて耳鼻咽喉科を受診された患者さんに対する補聴器診療を中
心とした初期対応マニュアルです。
　本マニュアルを介して補聴器診療に関しまして興味を持って頂き、補聴器に関連した診療にご参画
頂くとともに、さらに理解を深めて頂くきっかけにして頂ければ幸いです。詳細に関しましては以下
の講習会・講演会や書籍がご参考になるかと存じます。どうぞよろしくお願いいたします。

日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会　福祉医療サマーセミナー
日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会　秋季大会における補聴器相談医講習
日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会　各地方部会における補聴器相談医講習
日本聴覚医学会　聴力測定技術講習会、補聴器講習会、聴覚医学・医師講習会
各地方における補聴器フォーラム　　　など

日本聴覚医学会　補聴器適合検査の指針（2010）
補聴器フィッティングと適応の考え方　小寺一興著　　　など

日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会　難聴啓発特命プロジェクトチーム
　　　和佐野浩一郎、吉田忠雄、白井杏湖
日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会
　広報委員会
　　　水足邦雄、高橋真理子
　福祉医療・成人老年委員会
　　　石川浩太郎、柘植勇人、樫尾明憲
日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会
　　　村上信五理事長、大森孝一副理事長、欠畑誠治理事、
　　　香取幸夫理事、中川尚志
日本耳鼻咽喉科臨床医会
　　　福與和正会長、川嵜良明副会長、野上兼一郎副会長、
　　　藤岡治副会長、麻生伸理事

＜制作・編集＞

＜制作協力＞

＜アドバイザー＞

最後に

講習会・講演会

参 考 書 籍

●Windows コンピュータ
内蔵カメラもしくはウェブカメラ接続
　　⇒『カメラ』アプリ

　（Windows 標準搭載）起動
⇒右側バーで『バーコード』選択
⇒QRコード読み取り

●タブレット端末やApple 社製コンピュータ
QRコード読み取りアプリをインストール
⇒内蔵カメラまたはウェブカメラで読み取り

※QRコードをコンピュータやタブレット端末で読む方法

フローチャートデザイン：STUDIO BIUM　　本文デザイン・印刷：株式会社朝陽会
発行日　2024 年 5 月 31 日
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認定補聴器専門店：テクノエイド協会が定めた補聴器フィッティングに必要な
設備基準をクリアした店舗

認定補聴器技能者：同協会が補聴器に関わる基準以上の知識や技能を持つこと
を認定して付与する資格

算定対象：人工内耳植込術を行った患者、伝音性難聴で両耳の聴力レベルが 60dB 以上の場合、混合
性難聴又は感音性難聴の患者

算定回数：人工内耳植込術を行った患者については月１回その他の患者については年１回に限って算
定可能

点　　数：420 点（人工内耳植込術を行った日から起算して３月以内は 500 点）
施設基準（抜粋）：人工内耳植込術の施設基準、もしくは５年以上の耳鼻咽喉科の診療経験を有する
耳鼻科常勤医１名以上

　　　厚生労働省「補聴器適合判定医師研修会」や日耳鼻「「補聴器相談医」委嘱のための講習会（秋
季大会、地方部会）」を修了した医師であることが望ましい

関連する項目に関するQ＆A
Ｑ 認定補聴器専門店と認定補聴器技能者とは

Ｑ B001-14 高度難聴指導管理料の算定について

点　　数：１回目 1,300 点（月 1回に限り）、２回目以降 700 点　月２回に限り算定可能
施設基準（抜粋）：厚生労働省主催補聴器適合判定医師研修会を修了した耳鼻科常勤医１名以上
　　次に掲げる装置・器具を常時備えていること。
　　　　音場での補聴器装着実耳検査に必要な機器並びに装置
　　　　騒音・環境音・雑音などの検査用音源又は発生装置
　　　　補聴器周波数特性測定装置

Ｑ D244-2 補聴器適合検査の算定について

６級：両耳の聴力レベルが 70dB 以上、または一側耳の聴力
レベルが 90dB 以上、他側耳の聴力レベルが 50dB 以上

４級：両耳の聴力レベルが 80dB 以上、または両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が 50％以下
３級：両耳の聴力レベルが 90dB 以上
２級：両耳の聴力レベルがそれぞれ 100dB 以上
※聴力レベル算出法：４分法（500Hz 閾値＋2×1000Hz 閾値＋2000Hz 閾値）/4
　（平均値算出に当たり 105dB 以上の閾値はすべて 105dB として計算します）

ご不明な点がございましたら日耳鼻事務局（shomu@jibika.or.jp）へお問い合わせください。

Ｑ 身体障害者障害程度等級（聴覚障害）
基準を満たす場合は必ず、患者さん
に身障の申請の提案をしましょう

8
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B001-14

60dB

420 500
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1,300 1 700
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90 dB
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(shomu@jibika.or.jp)

都道府県別リスト
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年 月 日

先生　御侍史

補聴器販売に関する禁忌8項目

　＊当店ではお客様が安心して補聴器のご相談をいただけますよう「禁忌8項目」を確認しております。

耳の手術を受けたことがある。 最近３カ月以内に耳漏があった。

最近2カ月以内に聴力が低下した。 最近１カ月以内に急に耳鳴りが大きくなった。

外耳道に痛み、かゆみがある。 耳あかが多くたまっている。

聴力測定の結果、平均聴力の左右差が25dB以上ある。

聴力測定の結果、500、1000、2000Hzの聴力に20dB以上の気骨導差がある。

認定補聴器技能者のコメント

お客様情報  （ご相談日 年 月 日）

年 月 日 生 無 ・ 有 （ 人）

添付書類

オージオグラム スピーチオージオグラム 補聴効果測定結果

調整記録 カプラで測定した特性図 その他 （ ）

認定補聴器専門店名

認定補聴器技能者名 認定補聴器技能者№ ー

① なし あり ② 純音聴力検査結果 複写添付

（語音聴力検査を実施した場合にも添付をお願いします。)

③ なし あり

④ 添付書類 補聴器適合に関する診療情報提供書

担当医師名：

＜医師記入欄＞

鼓膜および外耳道の異常

特記すべき意見（タイプや試聴に関する希望など）

＜対応店舗＞

拝啓　時下ますます清祥の段、お慶び申し上げます。

平素は格別のお引き立てを賜り、ありがたく厚く御礼申し上げます。

　この度ご相談いただきましたお客様へ下記の事由にて貴医院の受診をお勧めいたしました。ご多忙中恐縮ですが、

何卒ご高診の程よろしくお願いいたします。

　今後ともご指導、ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

敬具

補聴器装用に係る診療のお願い

医療機関名

医　師　名

お客様より医療費控除の要望がありましたので診療情報提供書の作成をお願いいたします。

様

フリガナ

氏　名
・

住　所

同居家族

性　別 男性

生年月日

女性
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Executive Board 
156th session 

________________________________________________________________________________ 

Agenda item 7 EB156/CONF./7 
4 February 2025 

________________________________________________________________________________ 

Primary prevention and integrated care for sensory 
impairments including vision impairment 

and hearing loss, across the life course 

Draft decision proposed by Bangladesh, Georgia, Hungary, 
Japan, Micronesia (Federated States of), Panama,  

Romania, Somalia and Slovakia 

The Executive Board, having considered the report by the Director-General,1 

Decided to recommend to the Seventy-eighth World Health Assembly the adoption of the 
following resolution: 

The Seventy-eighth World Health Assembly, 

(PP1) Having considered the report by the Director-General; 

(PP2) Having considered the World report on vision2 and the World report on hearing3 
and recalling resolutions WHA66.4 (2013) on a global action plan 2014–2019 towards 
universal eye health,4 WHA70.13 (2017) on prevention of deafness and hearing loss,5 
WHA73.4 (2020) on integrated people-centred eye care, including preventable vision 
impairment and blindness,6 UNGA75/L.108 entitled “Vision for Everyone: accelerating action 
to achieve the Sustainable Development Goals”,7 resolution WHA72.12 (2019) on primary 

1 Document EB156/7. 

2 WHO World report on vision (2019). 

3 WHO World report on hearing (2021). 

4 WHA66.4 (2013). 

5 WHA 70.13 (2017). 

6 WHA73.4 (2020). 

7 UNGA75/L.108. 
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health care,8 the endorsement of the first-ever global targets for refractive error and 
cataract surgery at the Seventy-fourth World Health Assembly;9 

(PP3) Recalling the United Nations Convention on the Rights of Persons with 
Disabilities10 and the UN Decade of healthy ageing (2021‒2030), endorsed by the World 
Health Assembly and proclaimed by the United Nations General Assembly; 

(PP4) Recognizing that at least 2.2 billion individuals are affected by vision impairment 
and 1.5 billion individuals by hearing loss, and noting that the prevalence of such 
impairments (including sensory disabilities)11 is projected to rise due to population growth, 
ageing demographics, and changes in lifestyle patterns; 12,13 

(PP5) Expressing concern regarding the increasing impact of additional risk factors, 
including extended exposure to digital devices, excessive noise levels in occupational, 
domestic, and recreational settings, and also insufficient time spent outdoors during 
childhood, contributing to sensory impairments; 

(PP6) Acknowledging that the incidence and prevalence of unaddressed vision 
impairment and hearing loss remains disproportionately high in low- and middle-income 
countries (LMICs), Small Island Developing States (SIDS), and settings affected by different 
emergencies, often due to limited or inadequate access to affordable, equitable, and quality 
essential health and care services and health products;  

(PP7) Recognizing also that many of the causes of vision impairment and hearing loss 
can be effectively prevented through access to primary care services and strengthened 
universal health coverage and other public health interventions, such as vitamin A 
supplementation, immunization, provision of corrective lenses and provision of hearing aids 
and implants, prevention of ocular trauma, measures to mitigate noise exposure and 
ototoxicity, as well as the timely detection and effective management of eye disease or otitis 
media; 

(PP8) Aware that recent technological advancements that facilitate the screening and 
detection of vision impairment and hearing loss, including their underlying conditions, across 
all age groups and diverse settings, and recognizing the availability of cost-effective and 
quality interventions, including cataract surgery and assistive technologies such as 
spectacles, hearing aids, implants, and rehabilitative services as well as reasonable 

 

8 WHA72.12. 

9 WHA74/9 Add.3. 

10 Convention on the Rights of Persons with Disabilities, 24 January 2007. United Nations General Assembly 
resolution 61/106 (2007). 

11 The term “sensory impairments” refers to all grades of impairments that affect one or more of the sensory 
functions, ranging from mild vision and hearing impairments to blindness and deafness. The United Nations 
Convention on the Rights of Persons with Disabilities recognizes “that disability is an evolving concept and that 
disability results from the interaction between persons with impairments and attitudinal and environmental barriers 
that hinders their full and effective participation in society on an equal basis with others” (Preambular paragraph (e)) 
and acknowledges the importance of addressing barriers in society in order to support participation. 

12 WHO World report on vision (2019). 

13 WHO World report on hearing (2021). 
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accommodations, such as sign language interpreters, Braille literacy, which can reduce the 
barriers to active participation in society for those with sensory impairments;  

(PP9) Expressing concern over the significant impact of unaddressed vision impairment 
and hearing loss which in interaction with barriers in society, can affect daily 
communication, child development, educational achievement, employment opportunities, 
social integration, and participation, and the overall financial well-being of affected 
individuals; further recognizing the established link between sensory impairment, cognitive 
decline, and dementia, and noting the estimated economic impact, exceeding US$ 980 
billion annually, for unaddressed hearing loss14 and US$ 410.7 billion for unaddressed vision 
impairment globally;15 

(PP10) Acknowledging that the economic impact posed by hearing loss or vision 
impairment is attributable to loss of productivity, stigma, and social exclusion posed when 
these impairments remain unaddressed;  

(PP11) Expressing additional concern about barriers to the availability, affordability, 
and accessibility of eye, vision, ear, and hearing care services, particularly at the community 
and primary healthcare levels, including limited public awareness, shortage of trained health 
personnel, inadequate infrastructure and policies, inadequate sustainable financing, high 
out-of-pocket costs for care resulting in significantly lower intervention coverage, especially 
within underserved communities and individuals experiencing social, economic, or systemic 
disadvantages. Further noting the lack of comprehensive inclusion of relevant services in 
national health benefit packages and universal health coverage, and insufficient data for 
relevant national monitoring, and evaluation frameworks; 

(PP12) Recalling that persons with disabilities include those who have one or more 
long-term physical, mental, intellectual, psychosocial, or sensory impairments, which in 
interaction with various environmental, financial, legal, and attitudinal barriers in society, 
including discrimination and stigmatization, may hinder their full and effective participation 
in society on an equal basis with others, and may limit their access to essential health and 
care services, including eye, vision, ear and hearing care, as well as recalling the need for 
reliable, comparable, and disaggregated data by disability;  

(PP13) Recognizing that eye, vision, ear, and hearing care encompasses health 
promotion, prevention, identification, treatment, and rehabilitation for eye and ear 
conditions, as well as interventions for hearing loss or vision impairments; 

(PP14) Noting that integration of evidence-based policies, including for eye, vision, ear, 
and hearing care can provide significant benefits for individuals with sensory impairments 
and disabilities, by enhancing language and communication, supporting social connection, 
educational attainment, and employment opportunities, while also reducing the risk of 

 

14 McDaid D, Park AL, Chadha S. Estimating the global costs of hearing loss. Int J Audiol. 2021 Mar;60(3): 
162-170. doi: 10.1080/14992027.2021.1883197. Epub 2021 Feb 16. PMID: 33590787. 

15 Burton MJ, Ramke J, Marques AP, et al. The Lancet Global Health Commission on Global Eye Health: vision 
beyond 2020. Lancet Glob Health. 2021;9(4):e489-e551. doi:10.1016/S2214-109X(20)30488-5.  
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cognitive decline, and yielding an estimated return of approximately US$ 20 for every dollar 
invested in prevention and care;16,17 

(PP15) Reaffirming the commitments to action outlined in previous resolutions, 
including WHA70.13 on prevention of hearing loss and deafness; WHA73.4 on integrated 
people-centred eye care, including preventable vision impairment and blindness;18 WHA74.8 
on the highest attainable standard of health for persons with disabilities;19 WHA 76.6 on 
strengthening rehabilitation in health systems20 and WHA71.8 on improving access to 
assistive technology;21 

(PP16) Recalling the Draft Implementation Roadmap 2023–2030,22 for the Global 
Action Plan for the Prevention and Control of Noncommunicable Diseases 2013–2030,23 and 
aligning efforts with the Sustainable Development Goals 3 and 4,* which recognize needs 
and equitable access to quality healthcare and education for all including persons with 
disabilities; 

(PP17) Noting with concern that eye and ear diseases as well as vision impairment and 
hearing loss are commonly not sufficiently addressed within the primary health care 
frameworks that span the entire life cycle thus leaving significant gaps in service provision 
for those affected; 

(PP18) Reaffirming the obligation to provide health and care services based on free, 
prior and informed consent and respecting and promoting human rights, dignity, autonomy, 
and legal capacity, and to respect the diversity and needs of persons with disabilities, 
including through education and training for health and care workforce, and the 
promulgation of ethical standards for public and private health and care services; 

(PP19) Appreciating the longstanding and continued efforts made by the WHO 
Secretariat, Member States and international partners to prevent and address eye and ear 
diseases and mitigate the impact of vision impairment and hearing loss, while acknowledging 
the urgent need for widespread, sustained and focused public health actions to strengthen 
efforts to prevent hearing loss and vision impairment, 

 

16 Tordrup D, Smith R, Kamenov K, et al. Global return on investment and cost-effectiveness of WHO’s HEAR 
interventions for hearing loss: a modelling study. Lancet Glob Health. 2022;10(1):e52-e62. doi:10.1016/S2214-
109X(21)00447-2. 

17 Transforming Lives: An Investment Case for Eye Health, The Fred Hollows Foundation. 

18 WHA73.4 (2020). 

19 WHA74.8 (2021). 

20 WHA76.6 (2023). 

21 WHA71.8 (2018). 

22 Draft implementation roadmap for NCDs 2023‒2030. 

23 Global action plan for the prevention and control of noncommunicable diseases 2013‒2020. 

*disassociation by Argentina. 
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(OP)1. URGES Member States,24 in line with their own national context and priorities: 

(1) To adopt or adapt and implement the recommendations outlined in the World 
report on vision and World report on hearing, incorporating comprehensive eye, vision, 
ear and hearing care across the life course as a core element within national health 
plans, as appropriate and primary health care initiatives as part of achieving Universal 
health Coverage (UHC); 

(2) To support individuals with vision impairments, hearing loss, and sensory 
disabilities by promoting access to comprehensive and integrated health and care 
services, including eye, vision, ear, and hearing care throughout their lives, with 
emphasis on equitable access to assistive technologies, rehabilitation services, and 
inclusive communication features such as access to sign language and interpretation, 
captioning, and other accessibility features; 

(3) To integrate systematic vision and hearing screening and early intervention 
services within health and care services across the life course, focusing on high-risk 
populations; 

(4) To expand, where relevant, the availability of, and build the capacity of qualified 
human resources to deliver eye, vision, ear, and hearing care by education and training 
health care workers at the primary level, fostering innovative practices and service 
delivery approaches; 

(5) To adopt regulations on the scope of practice and competencies to ensure a high 
quality of care across the continuum of care; 

(6) To set and implement policies, in line with WHO published norms and standards, 
for the provision and use of protective equipment, and control of noise in occupational 
settings, at entertainment venues, and through personal audio systems, as well as for 
control of ototoxic medicines and chemicals; 

(7) To ensure the integration of eye, vision, ear, and hearing care into national 
health benefit packages and services and strengthen the sustainability of financing 
mechanisms for spectacles, hearing aids, and implants, by incorporating into health 
benefit packages and services, and provisions for underserved communities, where 
necessary; 

(8) To undertake high-quality public health research on eye, vision, ear and hearing 
care; 

(9) To strengthen monitoring and evaluation of eye, vision, ear, and hearing care 
services and assistive technologies, through appropriate surveillance and monitoring 
systems, including integrating indicators for monitoring eye, vision, ear, and hearing 
care services and assistive technologies within national health information systems, as 
appropriate, surveys and quality assurance programmes and health technology 
assessment; 

 

24 And, where applicable, regional economic integration organizations. 
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(10) To ensure that social integration and economic policies should seek to reduce 
inequalities, promote access to basic social services, education, lifelong learning 
opportunities for all and health and care services, including for mental health and 
psychosocial well-being, eliminate discrimination, increase the participation and 
integration and inclusion of social groups, particularly persons with sensory 
impairments and disabilities; 

(OP)2. CALLS UPON relevant partners, including intergovernmental and nongovernmental 
organizations, the private sector, organizations of persons with disabilities and their 
representative organizations, and academia: 

(1) To provide, in collaboration with Member States, technical support for the 
national implementation of the recommendations contained in the World Report on 
Vision and World Report on Hearing, including the development and implementation 
of evidence-based and evidence-informed guidelines and policies; 

(2) To support Member States through, among others, encouraging public–private 
partnerships that are aligned with national plans, legislation, and priorities, to expand 
eye, vision, ear, and hearing care coverage in countries, while ensuring that such care 
is accessible, sustainable, affordable, and of high-quality and respecting data privacy;  

(3) To support monitoring efforts for eye, vision, ear, and hearing care, including 
through data sharing on health products across the value chain and the promotion of 
consumer protection-related best practices for audio-visual personal products; and 

(4) To strengthen coordination and multisectoral approaches involving Member 
States, WHO, multilateral institutions, civil society organizations, private sector 
entities, organizations of persons with disabilities and their representative 
organizations and the active engagement from communities at large, for equitably 
expanding access to eye, vision, ear and hearing care; 

(OP)3. REQUESTS the Director-General: 

(1) to provide technical support to Member States for integrating eye, vision, ear, 
and hearing care into primary health care as part of efforts to achieve universal health 
coverage and improve the effective coverage of hearing aids, implants and spectacles 
among the affected population;  

(2) to provide guidance for integration of vision and hearing screening and early 
intervention services into school-based and occupational-based programmes and 
other relevant public health and NCD approaches across the life course approach; 

(3) to work in collaboration with Member States and industry partners, in line with 
FENSA, as applicable, for the adoption of relevant norms and standards for safe vision 
and listening and to drive behaviour change in the target population for the prevention 
of hearing loss and vision impairments including, where relevant, through 
implementing ‘MyopiaEd’ and the Make Listening Safe initiative; 
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(4) continue the annual observance of both World Hearing Day and World Sight Day, 
to raise awareness on sensory impairments including eye, vision, ear and hearing care, 
while also reducing stigma associated with vision impairment and hearing loss and the 
use of assistive devices; 

(5) strengthen global collaboration for eye, vision, ear, and hearing care through the 
World Hearing Forum and the SPECS 2030 Initiative; 

(6) coordinate data collection to monitor global progress, including progress toward 
the 2030 eye, vision, ear, and hearing care targets; 

(7) create guidance on how to integrate eye, vision, ear, and hearing care into 
overall public financing systems (beyond the health sector alone) and take into 
account the specific needs of persons with disabilities, in particular with sensory 
disabilities; 

(8) report back on progress in the implementation of this resolution to the World 
Health Assembly in 2027, 2029 and 2031. 

--- 
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